
「産業被害と人権」国際民衆法廷

二度とこの悲劇を繰り返すな
アジアの被害者の連帯求めて

THE PERMANENT PEOPLE'S TRIBUNAL 
ON INDUSTRIAL AND ENVIRONMENTAL 
HAZARDS AND HUMAN RIGHTS 
BI IOPAL,19th-23rd OCTOBER, 1992

1984年12月2日深夜、アメリカ資本のユニオン 

カーバイド社ボパール農薬工場から漏れた猛毒 

MIC(イソチアン酸メチル)ガスは、人口7〇万 

余のボパールの町を明い、2,500人の死者と50万 

にのぼる人々が被災し、化学工場史上瓰惡の事 

故となった。

それから8年、92年10月中旬「産業被害と人権 

に関する国際民衆法廷」(The Permanent 
People's Tribunal on Industrial and 
Envi ronirental Ikizards and Hunan l?i gilts)が 

開催されたのを機に、熊本大学の原田正純医師 

と水俣病患者の坂本輝喜氏等とともに、ボパー 

ルを再訪した。この国際民衆法廷は、ベトナム 

戦争に反対してきたイギリスの哲学者バートラ 

ンド•ラッセル氏などの呼びかけで1979年以 

来、ラテンアメリカやアフガニスタン、フイリ 

ピンなど様々な人権侵害問題についての法廷を 

開催し、それらを国速人権委員会や様々な国際 

機関に報告、国際的世論喚起を行なっている団 

体である。今回の産業被害と人権に問する法廷 

は、主にボパールの事故被害者を支援してきた 

グループによって企画され、1991年4月一合衆国 

コネティカット州のエール大学、10月一IMF 
•世界銀行総会の開かれたタイ•パンコクにつ 

ぐ第3回目の法廷であった。

谷洋一
アジアと水俣を結ぶ会

今回は、日本からをはじめ、ベトナム戦争に 

よる枯葉剤被害、韓国、台湾、香港、タィ、ス 

リランカなどの労災職業病事件、インドネシア、 

パキスタンなどの公害被害、フィリピンの鉱山 

開発による先住民社会の破壊など、その被害者 

たちによる証言が行なわれた。

とくに、10月19日初日に行なわれたボパール 

の被害者たちによる証言は、その悲惨な事故の 

凄まじい体験とともに、世界でも最大級の多国 

籍企業が引き起こした1Kfhとして、公害輸出や 

廃棄物の処理問題に象徴される有海物質の管理 

や国境を超えて活動する産業のあり方を考える 

意味でも大変重嬰なものであると思った。そし 

て、第一の被害者がエ埸周辺のスラム住民であ 

り、地域社会の中にも差別があること、M I C 
ガスによる大nt被爆という初めての経験にもか 

かわらず、被害や病状に関する追跡調査は十分 

に行なわれず、被害者登鉍システムに様々な矛 

盾があり、補似問題は未解決で今後大きな社会 

問題となることなど、水俣と共通の問題を抱え 

ており、考えさせられることが多かった。

事故後ユニオンカーバイドボパールエ場は閉 

鎖され、その補慣をめぐってはインド中央政府 

とユニオンカーバイド社で訴訟が行なわれ、よ 

うやく 91年10月、4億7,000万ドル(約600億円)で
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に見えるが、実際は被害者た 

ちの多くがプライベートな病 

院へ行ったり、薬を買ったり 

している。公立病院の「予算 

内」の医療では病気がよくな 

らないからだ。また、生活困 

窮の中で病院へ足を向けるこ 

ともない人々もいる。医師と 

被害者との相互信頼のないと 

き、医療救済の道もまた困難 

をきわめている。

一方、女性たちや子供たち 

のための被害者自身による生 

和解が成立している。しかし、被害者への支払 

はいまだ行なわれておらず、この10月末13人に 

ついて行なわれると報道されていた。

現在登録されている被害者は約64万人、その 

内医療調査を受けた者は36万3千人いる。現在、 

死者3,800人に対して、10万〜50万ルピー (50万 

〜250万円)、終身的盹害者のうち約4,000人に対 

して、25,000〜40万ルピ-(75,000〜200万円)の 

範囲内の補似が決められているが、それ以外の 

被害者についてはまだ何も決まっていないとい 

う。しかも、最も被害を受けたスラム住民たち 

の中には、重症であるのに軽症扱いされたり、 

登録すらされずにいる人々がいるという。病院 

で会った何人かの医者は、ガスの影響はもう)|i|«、 

気管支以外にないというが、多くの被害者たち 

が頭痛、不眠、イライラ、疲れやすさ、激しい 

労働の困難さ、目の痛み、視力の衰え、呼吸器 

の障害などを訴えている。水俣で30数年を貲や 

している認定、捕似という問題が、ここでも大 

きな社会問題としてこれからも延々と続くこと 

だろう。

ボパールでは公立病院は無料であり、事故後 

被害地域周辺にはいくっかの新しい病院が新設 

または拡充され、医療面では充実しているよう

活改善や自立のためのプログラムとして、地域 

生活環境の改善、ミシンなどを使った裁縫、果 

物類の露天販売等が取り組まれているが、改善 

していこうとしているスラムの外側に新しいス 

ラムが形成されていくという、貧困が大きな社 

会問題としてあるインドの現実の中で、この仕 

もまた大きな困難を抱えている。しかし、人 

々は嗅いたり、悲しんでばかりいるわけではな 

い。22日夜にはアジア各地から集まった産業被 

窖者とボパールの被害者たちによる辿帯デモが 

行なわれ、共通の経験と困難を分かちあい、ア 

ジアの被害者が連帯して、その人権を守ってい 

く組織づくりを、ボパールと香港を紬として始 

めることに合意した。

巨大な多国籍企業の起こした最も貧しい人々 

への犯罪「ボパールの悲劇」、犯罪が国家の壁に 

阻まれ裁かれないとき、人の命が50万円で処理 

されるとき、被害の全貌解明への努力が続けら 

れないとき、そのことが忘れ去られるとき、「ボ 

パール」はまた起こるだろう。被害者たちから 

繰り返し語られた言葉は、国連や環境問題の会 

議でよく言われる「持続的発展」ではなく「二

度とこの悲劇を繰り返すな」というこ

とであった。
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「産業被客と人権」国際民衆法廷

日本からの医師の証言
原田正純
熊本大学医学部体質医学研究所、全国安全tzンター議長

日本は明治以来、わずか百年の間に、かって 

人類が経験したことのないような急速な近代 

化、工業化を行った。その結果、次のような社 

会的問題が残った。

第1に、国家が近代化•工業化を急ぐあまり、 

企業を植極的に援助した。その結果、行政と企 

業の癒着がおこった。

第2に、富国強兵という国家の大義名分のため 

に、個人の権利が軽視された。

第3に、生産性、効率性を優先させた結果、安 

全性や後始末(処理)の技術が輕視され、巨大化 

•集中化のために環境破壞や労働災害が頻発し 

た。

近代史上、稀にみる卨速度の工業化、経済発 

展の一方で人類史上柿にみる廂業災害や環境汚 

染が頻発した。

環境汚染の問題では最初、鉱山とその関速産 

業による汚染が著名であった。その中でも、足 

尾鉱海IV件が有名である。銅の生産を優先させ 

た政府は企業を保護し、国民を弾圧し、村を破 

壊した。銅の生産に伴う環境破壊は、上流で大 

気汚染を、下流で土壌汚染をおこした。400kn)2 
の森林が破壞され、4,600haの田畑が汚染され 

た。80年前のことである。住民の健康被害は栄 

養尖調や結核のせい’にされてしまった。

その後、各地の鉱山で同じようなことが起こ 

った。その一っとして有名なのが神通川のイタ 

イイタイ病である。1950年以前、日本の各地で 

人々は川の水を飲料水にしていた。神通川では 

上流にあった、迎鉛と鉛の粘鍊所が重金属を流 

していた。その中のカドミウムが腎臓を障害し、 

骨を破壞した。骨はもろくなってすぐ骨折した。

患者は痛い痛いと泣いたことからこの名がっい 

た。全身で72か所も骨折をしだ患者がいた。正 

式に143人が患者と登録されている。118人はす 

でに死亡している。長い裁判の末、会社はやっ 

と責任を認め想者に補償金を支払った。

最も巨大で有名な環境汚染による健康破壊は 

水俣病である。化学工場が流したメチル水銀が 

魚貝類に蓄植され、それを食べた人々に中毒を 

おこした。13初に魚が海面に浮き上がり、鳥が 

空から落ち、ネコが狂死した。そして、1953年 

頃からは人問が道症な中枢性神経陣害にかかっ 

た。重症者は植物人間のようになって死亡した。 

神経障害は回復することはなく、有効な治療法 

もない。信じられないことだが、そのような状 

況のとき、エ埸も行政も有効な防止策をとらな 

かった。现山は原因が明らかでないということ 

であった。工場がメチル水銀を含む排水を流し 

た海の周辺には20万人の人たちが住み、海と深 

いつながりをもって生きていた。しかし、工場 

の幹部は「経済発展のためには化学物質が必要 

で、そのためには多少の漁業被害は仕方がない」 

といった。魚が汚染されることは、それを食べ 

る人間が汚染されることである。漁業がやって 

いけなくなって、多くの漁民は病気になっただ 

けでなく、貧困になった。さらに、恐ろしいこ 

とがおこった。母親の胎内にいる胎児もまた、 

中毒になった。彼らは自ら魚を食べていない。 

このような重篤な生まれつきの子供たちが漁村 

に多数生まれた。1960年、府因は明らかになっ 

た。しかし、工場も行政も有効な予防対策を立 

てなかった。そのために、1965年、新潟県、阿 

賀野川で全く同じ工程の工場から流されたメチ
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ル水銀で第2の水俣病がおこった。水俣での教訓 

は生かされなかった。ここに至って行政ははじ 

めて、全国の同じ工場に対して排水を流すこと 

を禁じた。その間に、水俣、新潟では被害が拡 

大してしまった。

現在、水俣では公式に水俣病とされた者2,200 
人、死亡1,300人、疑われている者1万人である。 

新潟では700人が認められ、300人が死亡し、 

2,000人が疑われている。人類史上最大の環境汚 

染淋件になっている。私たちはゆるやかな原爆 

といっている。これらの被害者たちの一部は補 

償金と年金を手に入れた。しかし、多くの患者 

が救済されないでいる02,000人が裁判を起こし 

ている。わが国、最大の裁判になっている。

日本において職業病も多発した。じん肺、振 

動痫、各槐中毒、労働災害などで多くの労働者 

が命をなくした。その代表的なものとして.1963 
年の三池の炭塵爆発がある。石炭から石油への 

エネルギー転換の政策のために、炭鉱では人員 

整理(首切り)が各地で行われていた。日本最大 

の三池炭鉱でも1,200人が首を切られた。そのた 

めに保安対策が怠られ、増産に力が入れられた。 

坑内には人！Sの炭塵が蒂稻し、それが引火して 

大爆発をおこした。爆発が抗ロに近いところで

あったために安心

して、直ちに救助 

I琢を送らなかっ 

た。爆発のあとC 
〇ガスは坑内に深 

く流れ込んで多く 

の鉱夫たちを殺し 

た。すなわち、458 
人力视亡し、839人 

がC〇中毒に罹慰 

した。C〇ガスは 

中枢神経系を傷害 

して、重篤な症状 

をもたらした。29年以上経過した現在も、後逍 

症に苦しむ者が多い。主な症状は精神に関する 

もので人格の障害が著名。

慢性CS2(二硫化炭素)中海では、かって人絹 

が日本の輸出の重要なものであったために、き 

わめて惡い条件(職場環境)で働かされた。年と 

ともに職場環境は少しずっ改善されていった 

が、それに伴って中毒症状も変化してきた。そ 

れは、人問を使った実験のようになっている。 

それは興なった溜度のC S2ガスを吸わせると、 

それぞれの濃度でどのような症状がでるかとい 

う実験である。

これらの事件をそれぞれ検討してみると、3つ

の貴任が、あることがわかる。

1つは発生させた責任。

2つは被窖を拡大させた{任。

3つは被害に対して償いを怠った責任である。

それぞれの事件でこの3つの贵任をぜひ明ら 

かにしなくてはならない。なぜなら、この責任 

を明らかにすることが再発防止になるからであ 

る。ボパール事件、マレーシアの事件、韓国の 

事件、ベトナムの枯葉剤影響なども私は調査し

たことがあるが、同じ構造がみられる。
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「産業被客と人権」国際民衆法廷

以下に紹介するは、「産業被害と人権に関する 

国際民衆法廷」(1992.10.19-23ボバール)で配 

布された「証言抄録集」を編集部の責任で翻訳 

したものである。

香港

ベンゼンの火災煺梵事故

加害企業等：QPEL-MVW毛皮加工処理

工場の事業主、香港政庁

損害：労働者13名が死亡、24名が重傷 

証言者：Mt NG麗KANG

MR. NG MAN KANG は、1986年10月8日に 

□ PEL-MVW毛皮加工処理工場で起こった火災 

爆発事故に関して、同工場の事業主及び香港政 

庁の工場監督官を告発する。ベンゼンは髙度に 

有毐で引火性の化学物質であるが、この小さな 

工場で毛皮の加工処理のために使われており、 

過熱したボールベアリングによって引火したも 

のと思われる。爆発讲故の結果、15歳の少年を 

含む13名の労働者が死亡し、24名が重傷を負っ 

たことによって、この工場の労働環境の不安全 

さと香港政庁による規制と監督体制の不備が明 

らかにされた。被害者たちは、労働組合、より 

安全な労働条件と厳しい法規制の確立に取り組 

んでいる労働団体の援助を得ることができた。 

その取り組みの結果、事業場で使用される化学 

物質の危険性について労働者に知らせること及 

び安全対策をとることを事業主に要求する立法 

措置がとられた。

(この事件に関する連絡先は香港エ傷権益会 

Association for the Rights of Industrial 
Victims.AR I AV 「安全tzンター情報」90 
年10月号参照)

韓国

繊維座業労働者の二硫化戍索中毒

加害企葉等：源進(以W1IN)レーヨン、韓

国政府

損害：1986年以来、276名の労働者が二硫

化炭素によって被災し、4名が死亡 

証言者：Ml LEE JEENG-JAE

源進レーヨンにおけるレーヨンの紡績工程で 

使用される二硫化炭素による健康被害は1981年 

以降明らかにされるようになった。二硫化炭素 

の長期間暴露は、手足の感覚喪失、インポテン 

ツ、心臓の冠動脈疾患の危険の增太、抑銀、不 

安感、筋力低下及びその他の健康障害の原因と 

なるような状態を引き起こす。自主的に実施さ 

れた労働者の健旗状態に関する調査は、二硫化 

炭素暴露による被害を過小評価した政府による 

調査結果を明確に否定している。1988年に17名 

の被災労働者によって設立された源進レーヨン 

職業病被災者•家族協議会の努力によって、会 

社社長が告発された。それまでは、二硫化炭素 

中毒症に対する補似基準の引き上げと健康管理 

体制の確立を求める同協議会の要求は、源進レ 

-ヨンと韓国労働部の双方から無視されてい 

た。

(韓国•源進レーヨンの二流感炭素中毒事件に 

ついては「安全tンター情報」92年2月号参照)

台湾

劣細工場での労働災4,yの典型的2事例
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加害企業等：TAI-BANG ELECTRIC
PRIVATE LTD. . TAI觀 CSMERALTOOLS 
LTD.'台湾政府
損害：台湾の零細工場における1985年1 
月から1991年8月までの間の死亡労働者 

9,457名、陣害34,416名
証言者：Ml CHEN CHI-LIANG AND NR 
CHANG YAU-QIIMG

Nh Qen Chi-Liang(33歳)は、1990年6月14 
日、Tki-Ebrig Electric Pvt Ltd.の仕事で' 何 

の安全対策もないまま電流の通じている場所で 

作業中、高電圧爾流に感電して両腕を失った。 

事業主は、治療赀を支払わず、補償金は法律で 

定められた额よりも少ない31日分だけであっ 

た。彼は、会社に正当な捕似を求めるために多 

額の訴訟費用と弁護土技用を支払わねばならな 

かった。冲.Chang也u-Chung(41歳)は、1983年 

にTai van Ch neral rlbols Ltd.で働いていて、才 

イルパイプ内の爆発事故によって、頭部、顔面 

と胸部に2度と3度の火傷を負った。彼は、過去 

9年間にわたって治療を受けてきたが、いまだ事 

業主からの補似は受け取っていない。これらは、 

毎月少なくとも!500名が重度の障害を負い、125 
名が死亡している台湾の等細工場における典型 

的な事例である。政府による規制は、登録事業 

所数100,000に対して安全衛生監督官が200人と 

いうようにきわめて手ぬるい。その上、3人以下 

の労働者しか雇っていない“家内工業”が何千 

もあり、その労働者は監督の対象になっていな 

い。被災労働者の利益を守るべき法律は、髙い 

弁護士饯川や裁判技用、裁判の遅延のために有 

効なものになっていない。敬人勞エ安全衛生服 

務中心 The Chi ng Jen Labour Ptealth and 
Safety Service(上記2名の被災労働者を支援し 

ている)は、被災者に対する法的援助と労働安全 

衛生問題に関する労働組合に対する援助を行な 

う労災職業病被災者の団体である。

(連絡先敬人勞エ安全衛生服務中心The 
Ching Jen Labour Health and Safety Service 
の活動については「安全tzンター情報」91年6月 
号参照)

インド

ガラスエ埸労働者のじん肺

加害企業等：ALEM3IC GLASS INDUSTRIES 
UNITED、EMPLOYEES STATE INSYLBANCE 
損害：死亡及び回復不能な肺の障害 

証言者：Mi H1AILAL MJ1IBHAI PATEL

グジャラート州バローダにあるAlembic 
Glass Industriesの破,砕部門と焼釜(Batch 
House)の労働者たちは、じん肺が多発している 

ことを事業主及び Employees State 
Insyurance(E S I)に認めさせるために多大な 

努力を払わなければならなかった。労働現場で 

シリカの微小紛じんを吸入したことによって、 

少なくとも15名以上の労働若が死亡し、70名の 

労働者が進行性の肺疾患に罹患して苦しんでい 

る。労働者の問でのこの疾患の高い発生率にも 

かかわらず、産業医は、長い間肺結核と診断し 

ていたため、会社は補肋の支払を逃れることが 

できた。Bhailalのような労働者の奮闘と彼ら 

の忍耐が、国立労働衛生研究所(N I OSH)や 

アーマドバード市(州都)の医師らを巻き込み、 

68名の労働者に対して、じん肺による被災者で 

あることが証明された。それによって補似が支 

払われるようになったが、傷害の評価はきわめ 

て恣意的で、補償金の支払もしばしば遅れてい 

る〇
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「産業被窖と人権」国際民衆法廷

マレーシア

放射線被爆による健康傷害

加害企業等：ASIAN RARE EARIH SDN. 
HID.
損害：7,000名人の地域住民に血液異常、

癌、流産、死産、先天性奇形

証言者：Mt GS N1JAR

199维7月、ブキ.メラ(Bukit bferah)村の住 

民によって提起された訴訟に対して、イポー 

(Ipoh)高等裁判所は、Asian fere Earth( A R 
E)の危険な操業を停止するよう命じた。これ 

は、過去7年問、この会社による放射性物質の貯 

蔵、生産、投棄に対して闘い続けてきた7,000名 

のブキ• メラ村住民の重要な勝利だった。1982 
年にブキ.メラ村にこの施設が建設されて以 

来、危険な操業によって異常に高率の流産、不 

妊、幼児死亡、白血病、先天性奇形が発生した。 

多くの健康傷害が数年問続くだろう。関係研究 

者、疫学者、逍伝学者によってはらわれた努力 

が、ブキ• メラ村住民の闘いと勝利にとって重 

要な役割を果たした。

(連絡先はペナン消技者協会Consumer 
Association of Penang)

フィリピン

金の滿大邶採倔による说境破壊 

と社会的拟害

加害企業等：BENGU?r cnuuwncN、フイ 

リピン政府

損害：20,000名の先住民の追い立てと河

川等の汚染、氾濫

証言者：视 EDUW MMOLE

1990年以来、イトゴン村の20,000名の先住民 

の生計が、世界第7位の金生産者であるBenguet 
Corporationの露天堀採掘によって脅かされて 

いる。伝統的な小規模採掘を営んできた住民の 

祖先伝来の土地は、大規模機械化採掘のために 

この会社によって接収されつつある。これによ 

って山が削られ、巨大なクレーターを掘り出し 

た土砂と河川の沈降によって洪水が引き起こさ 

れた。掘削作業は、自然の泉を干上がらせ、河 

川を酸や有毒な塩で汚尜して、漁や生活の用に 

使用することをできなくさせてしまった。政府 

の環境資源局(tepartnEnl of Envi ronirenL and 
National Resources)は、明白な法律違反の数々 

にもかかわらず、操業を取り締まれなかった。 

地元住民は、Benguet Cbrporationによる採掘 

権の独占をやめさせ、荒廃した土地を回復させ 

ることを要求しているが、それに対して、軍に 

よるいやがらせや速捕、拘留が行なわれている。 

(連絡先はGARCON)

スリランカ

自山貿易地域における労働者の職業病

加害企業等：ESKIK)FASIUCN KNITWEAR
PVT. LTD..スリランカ政府 •

損害：皮廣疾患(発疹)、喘息(化学物質に 

よる肺疾患)

証言者：Mt S K. (WJE JAYARMNAM

コロンボ(スリランカの首都)郊外の自由貿易 

地域にあるドイツ人所有のこの会社では、手袋 

を製造している02,000名の男女労働者が履われ 
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ている。その内約200名が、工場の染色部門で、 

液体状の化学物質や蒸気に常にさらされてい 

る。安全装備は労働者に与えられておらず、安 

全基準も守られていない。労働者が皮廣疾患や 

肺の問題を訴えても、事業主は無視してきた。 

労働衛生関係の法律を履行させるため有効な 

仕組みが存在しないため、労災補似か他の何ら 

かの手当てを受けるべき労働者の権利の侵害が 

放置されたまま、事業主は逃げ去った。労働者 

のリーダーの犠牲はままあることであり、それ 

は自由貿易地域の中においてはなおさらのこと 

になっている。労働現場で労働安全の問題を取 

り上げようとしたH". CBor^ JayaraLnainも 

解雇された。

(連絡先は労働安全衛生研究所Institute for 
Occupational Health S Safety)

インド

1984年12月 2-311 の
ユニオンカーバイド殺虫刑エ埸からの 

致死的なイソシアン酸メチルガスの 
制洩事故

加害企業等：LNCN CARBIDE
CDFiPORAllON、INION CARBIDE INDIA 
LIMITED.インド政府、マディヤプラデシ 

ュ州政府

損害：12,000名以上の死亡者.500,000万 

人以上の住民が骚露し現在も苦しんでい 

る

証言者：UDPAL GAS PEEUr _LA 
STATIONERY KAIMXOIARI SANGH、HDPAL 
GAS PEEOT 醐LA UDYOG CONGRESS. 
BHOPAL GAS PEEDT MAHI LA UDYOG 
SANQYIHAN. CHILDRIiN AGAINST CARBIDE、

NIRASHRIT 酬SI ON UDGI SANGHARSH 
MTO1A、ZAREEU GAS KAND SANO4ARSH 
KJRQIA

医療援助、リハビリテーション、十分な補償 

とユニオンカーバイド社の犯罪人の処罰を求め 

て闘い続けているボパールの6っの被災者団体 

は、アメリカの多国籍企業とそのインド子会社 

及びインド政府、マデイヤブラデシュ州政府に 

よる人権侵害の事実について証言する。世紀の 

大災害から8年たった今なお、ボパールの被災者 

たちは、彼らの肺、眼、生殖系、免疫系、胃腸 

系、神経系及びメンタルヘルスに引き起こされ 

た損傷に対する適切な治療を待ち望んでいる。

ユニオンカーバイドがM I C(イソシアン酸メ 

チル)に関する毒物学的悄報を否認し続ける問 

に、政府の医師と研究者たちは本気で努力もし 

ないまま治療法の探究を断念してしまった。イ 

ンド政府は、ユニオンカーバイドからのわずか 

な金を容認することによって被災者の利益 

を裘切り、マディヤプラデシュ州政府は、被災 

者の损害の総额を低く評側することによって、 

その金の総額に合うように辻褸合わせをし 

てしまった。申請者全体の6%だけが終身的な阿 

害を被ったと分類する政府の数字は、政府自身 

及び非政府組織によって実施された疫学的な調 

査結果によって明確に否定されている。住民の 

場合についての最高裁の最終的な判決から1年 

たったが、いまだ一人の被災者も何らの補償金 

も受けていない。政府が立案した補償金支払計 

画も、理不尽な拒絶、遅延、いやがらせ、変造 

に陥りそうな気配である。殺人罪で(他の罪名と 

共に)告訴された11名の内の一人である前社長

Vkrren Ancfersonもアメリカから引き渡される

べきその他の者も、訴訟手続きが開始されてか

ら逃亡してしまっている。
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アスベスト規制法

通常国会に再度規制法案提出へ
臨時国会では審議抜きで廃案

今年4月に「石綿製品の規制等に関する法律」 

の日本社会党案が完成し、5月には、社会党厚生 

部会と日本石綿協会代表の話し合いも行なわれ 

た(「安全センター情報J 92年7月号参照)が、P 
K◦法案をめぐって緊張が続く国会悄勢の中 

で、法案を提出しても廃案になる可能性大との 

判断から第123回通常国会への法案提出は見合 

わせた。昨年11月に召集された第125回臨時国会 

も佐川疑惑をめぐって審議が行われない事態が 

続いたが、予ロ委員会の審議の目処がついた12 
月3日、社会党全議員連名により「石綿製品の規 

制等に関する法律案」(同上92年7月号に全文掲 

載)が、議員立法として衆議院に上程された。

しかし、議事運営委員会で、自民党委員が「ど 

この委員会に付託するか検討したい」とのこと 

で時問が経過。臨時国会最終日の12月100に開 

かれた議事運営委員会で、社会党をはじめ野党 

委員は継続密議を主張したが、自民党委員が廃 

案を強く主張し、結局、廃案が決定した。

現場での取り組みで作られた法案が委員会に 

付託もせずに廃案とされたことに強い怒りを感 

じる。廃案となった翌日の社会党代議士会でも 

問題にされ、社会党としても本年1月26日からは 

じまる第126回通常国会に改めて法案を提出す 

ることが確認された。アスベスト規制法制定を 

めざす会、石綿対策全国連絡会議では、継続審 

議になることを予測したわれわれの情勢認識の 

甘さも反省し、自民党の反対やそのために動き 

回ったであろう業界の動きを上回る活動を展開 

して、通常国会にのぞむ決意を固めている。

これからが本番!とシンポ

これに先立つ9月25日、アスベスト規制法制定 

をめざす会の主催で「シンポジウムこれから 

が本番！アスベスト対策」が開催され(東京都中 

央労政会館)、75名が参加した。会場では、アス 

ベストに関するパネルやアスベスト製品、ノン 

アス製品の展示も行なわれ、参加者の注目を集 

めた。

開会のあいさつに立った伊藤事務局長は、「ア 

スベスト問題は終わったかのような雰囲気があ 

るが、現実にはあちこちで問題が広がってきて 

いる。今日はそのような現場の報告を受け、ア 

スベスト対策はこれからが本番だということを 

確信し、アスベスト規制法制定の迎動を盛り上 

げていきたい」とシンポジウムの趣旨を述べた。 

続いて、「アスベスト問題の現状について」と題 

して、大阪府立公衆衛生研究所の熊谷信二氏か 

ら講演を受け、その後、6つの団体から現場報告 

を受けた。最後に、伊藤事務局長が「石綿製品 

の規制等に関する法律案」を説明し、富山代表 

が「今日の報告を閒いて、私たちの社会が時限 

爆弾をかかえていることを改めて認識した。被 

害を®小限に止めるために、アスベスト規制法 

の制定をその一歩としていきたい」と締めくく 
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9.25「シンポジウムこれから本S !アスペストW策」

った。以下に講演及び現場報

告の要旨を紹介する(「めざす

会ニュース」N0.13から転載)。

<講演>

參アスペスト問題の現状

について

水道管に使われている石綿

セメント管には,アスベスト 

が15〜20%混入されている。

その製造工場では、すでに悪

性中皮腫による死亡者が発生

している。日本で石綿セメン

卜管が水道管に使われたのは

1932年から。普及しはじめた

のが1951年からで、65年にピークを迎え、年間 

330万本生産されて、85年まで生産が続いた。生 

産が中止された理由は、石綿管は交通扱の多い 

道路では折れやすいからで、アスベストが有害 

だからではない。

石綿管が破裂した場合の工事では、切断をは 

じめると掘った穴の中では9〇〜170本、作業者の 

襟元で48〜63本、穴から50cmくらい離れた所で、 

風下では7〜15本の数値が測定された。短時問と 

はいえかなりの高濃度だ。このような作業を年 

問どれくらいしているのか。自治労が16都道府 

県119市町村の水道局の職貝1,048人を対象に調 

査したところ、ほとんどの人がこのような作業 

をやり、石綿管の作業日数は累桢で砬卨500日以 

上、平均16日だった。16日でも一般の人が中皮 

腫になる確率より1◦倍も高いことになる。

今後の対策としては、ダクタイル錡鉄管への 

転換を促進するとともに、アスベストが飛敗し 

ない切断工具の開発、取扱要綱の策定が必要だ。 

また、建設現場での石綿含有建材の切断につ 

いては、屋内作業のため127〜787本、平均214本、 

少し離れたところでも平均245本と高い数値が

測定されている。建設労働者は平均1日3.6時間、 

1か月5.5日石綿建材を扱っているが、累Wする 

と1,980日になり、アスベスト製品製造工場の労 

働者に匹敵する。

建設現場では、健康診断がやられていない。 

労災に加入していない自分だけが注意していて 

もアスベストの飛散を受ける、防じんマスクを 

着用しにくい環境がある、などの問題がある。 

労働省が通達を出したからといって、現場で守 

られる保証はない。

アスベスト対策大阪ネットワークが府内の建 

設会社と設計事務所にアンケート調査を行なっ 

た結果、アスベスト建材の使用に配鹿しない理 

由として、代替品が高いことがあげられていた 

し、アスベスト規制で研究しているのは行政の 

動きであることがわかった。業界は行政の対策 

に敏感だからこそ、法規制が必要である。

<現場報告>

參アスベスト•瞄業がん110S(略)

參築地市場解体工事によるアスベスト汚染
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アスベスト規制法

築地市場は10数年かけて改築することになっ 

た。現在、営業を続けながら古くなった建物を 

順次壊して改築している。私たちは、スレート 

板の屋根、5〜6階建ての民間の冷凍會庫、吹き 

付けについてアスベストが使われている可能性 

があるので、その実態を明らかにするよう東京 

都に申し入れた。都は、アスベストは使用され 

ていない、抜き打ち的に工事はしないと言って 

いたが、今年1月に突然、屋根のふきかえ作業を 

やってしまった。5月にも工事の後で、マグロの 

解体現場のそばにアスベストが飛散しているの 

を発見した。都は事前の調査もせず、対策も立 

てないまま工事を行なったのである。私たちの 

抗議に対しても「知らなかったJと答えるだけ 

で反省もなく、報告書を改ざんさせたふしさえ 

ある。今後、公開質問状を出して交涉をしてい 

きたいと考えている。永倉(魚市場労組書記)

參字校のズサンなアスベスト調査

文部省や自治体の行なったアスベストの実態 

調査がズサンだったため、現在でも父母、教師、 

行政との問で混乱が続いている。浦和市では、 

父母に事前の説明もなく工事を行なってしまっ 

た。蓮田市では、除去工事の終わった学校から 

再びアスベストが発見されている。文部省の調 

査では吹き付けアスベストの商品名は3っしか 

あげられていないが、その後、建設省は8種類あ 

ると言っている。私たちの調査では、ひる石の 

吹き付けにもアスベストが入っていた。アスベ 

ストを隠すためにズサンな工事を行なってきた 

わけだが、もう一•度調査をやり直す必要がある 

と思う。依田(アスベスト根絶ネットつーク)

•富良野市のアスベスト鉱山の汚染

北海道富良野市にはアスベスト鉱山が3つあ 

った。今は採堀していないが、うちひとっでは、 

現在でもズリ山からアスベストを取り出してい 

る。工場やズリ山の紛じんが近くの市街地に飛 

んでいくと同時に、鉱山跡地から空知川にアス 

ベストが流れ込んでいる。ズリ山に散水装置を 

つけたが、水をかけたり雨が降ると土が流され、 

アスベストの繊維だけが残る。そのため、ズリ 

山や鉱山跡の表面は、アスベスト含有量5〇〜80 
%になっている。鉱山跡の--部は採石場になっ 

ており、アスベストを含んだ石が砂利として売 

られている。鉱山跡地の植裁は成績が悪く、う 

まくいっていない。道庁の環境測定は工場から 

12kmも離れたもので信用できない。

宮本(東大演習林職員)

•アスベスト建材の使用状況

アスベストの9割が建材に使われ、5割がスレ 

-卜に使われている。石綿スレート板の切断を 

測定したところ、800本と非常に高い数値が測定 

された。解体作業では十分な対策がとられてい 

ない。建設労働者の肺がんの死亡は一般市民よ 

り2.27倍であり、胸膜肥厚斑も多く発見されて 

いる。アスベスト建材を使いたくないと思って 

も、設計や注文者の意向によって使わざるを得 

ないのが現状。早くアスベスト規制法を制定す 

る必要がある。志津(全建総連労働対策部長)

«造船労働者の現場

船には断熱材としてアスベストが多量に使わ 

れてきた。34年間溶接工として働いてきたが、 

防じんマスクも支給されなかった。退職後、医 

師から石綿じん肺だと言われて愕然とした。会 

社の資任を追及して交渉したが、会社は「退職 

した人は関係がない」と言った。このような被 

害が二度と起こらないように裁判を起こす決意 

をした。会社は「本当に会社に在籍していたか 

わからない」「アスベストを使っていない」と述 

ベて裁判の引き延ばしをはかっている。* 1 2'じん肺 

被災者の会」をつくって、企業や行政にも働き
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かけている。 大森(横須賀石綿裁判原告団)

全国連総会から法案提出へ

11月5日には、石綿対策全国連絡会議の第6回 

総会が衆議院第一議員会館内で開かれた。活動 

報告•方針、役員などの謎案については後掲し 

ているので参照されたい。来賓として、社会党 

衆議院議員の五島正規、沖田正人の両氏が出席、 

前日4日の社会党厚生部会において、今臨時国会 

に法案を提出することが確認されたという報告 

を受けて、総会修了後、衆参両院の厚生委員全 

員に対して要請行動が行なわれた。

11月24日には、参議院議員面会所で「アスベ 

スト規制法制定を求める緊急国会行動」。全建総 

連の18県連•組合の仲間を中心に108名が参加。 

社会党からは沖田正人、岩垂寿喜男、谷村啓介 

衆議院議員、西岡るり子、細谷昭雄、栗原君子 

参議院議員が駆けつけた。沖田氏が代表して「社 

会党の法案審査会で法案の審査を行なってい 

る。今国会に提出するよう努力している」と述 

べた。共産党の西山登紀子参議院議員も「早く 

成立するように皆さんと頑張りたい」と挨拶。 

全国安全センターと全建総連•加藤委員長の決 

意表明の後、再度、衆参両院の厚生委 

員全員に対して要請行動を行った。

資料/石綿対策全国連絡会議第6回総会議案書

1991年度活動報告

1 はじめに

石綿対策全国連絡会議は、昨年11月5日、第5 
回総会を開き(「安全センター情報」91年12月号 

参照)、①アスベスト規制法制定の取り組み、② 

行政との交渉、③アスベスト被災者への支援、

④調査活勋、⑤教育広報活则、⑥組織強化拡大 

など、1991年度の活動方針を確認して活動して 

きました。具体的には、規制法制定、アスベス 

卜■職業がん11◦番の実施などを行なってき 

ました。

2アスベスト規制法制定運動

(1) 「アスベスト規制法制定をめざす会」を中 

心に、法制定運動を行なってきました。

(2) 「石綿の規制等に関する法律案」は、昨年 

4月にできあがりましたが、昨年の第120通常国 

会は会期延長がなかったので、国会に提出しま

せんでした。その後、規制の対象について、検 

討を加えてきました。日本社会党の五島正規議 

員を中心に、衆議院法政局と協議を重ね、今年 

3月には「石綿製品の規制等に関する法律案要 

綱」を作り、4月には法案が完成しました(同前 

92年7月号に全文)。

(3) 日本社会党は、党内手続きを経て法案を確 

認した後、厚生部会を中心に国会提出前の5月19 
日に日本石綿協会との話し合いをもちました。 

しかし、日本石綿協会は「自主規制で十分であ 

る。法案には反対である」との態度表明をしま 

した個前92年7月号参照)。

(4) 5月27日、社会党厚生部会は、PK〇法案を 

めぐって緊張が続く国会情勢の中で法案を提出 

しても廃案になると判断し、第123通常国会への 

提出を断念しました。また、厚生部会を中心に 

アスベスト問題のプロジェクトチームを設题 

し、アスベスト対策を強化していくことにしま 

した。
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アスベスト規制法

(5) めざす会は、法案を早期に国会に提出する 

よう要請するとともに、主要単産の連携をはか 

り、国会対策を強化していくことにしました。

(6) 地域からアスベスト規制を求める運動を盛 

り上げるため、自治体議会から政府に対してア 

スベスト規制法制定を求める意見書を採択する 

ようにお願いしました。現在までに11の自治体 

議会で意見書が採択されています。90年12月は 

東京都多摩市、91年12月は千葉県流山市、神奈 

川県茅ヶ崎市、92年3月は栃木県、徳島県、北海 

道函館市、埼玉県入間市、同川越市、東京都北 

区、92年6月は阶岡県清水市、徳岛県徳島市です 

(注：他に埼玉県宮代町も)。

3 対政府•業界交渉

(1) 北海道富良野市のアスベスト鉱山付近のア 

スベスト汚染問題について、昨年11月8日、通産 

朽に状況説叫を求めました。日本消費者速盟と 

アスベスト根絶ネットワークは、数度の現地調 

査、道庁や札幌鉱山保安局との交涉を行なって 

います。非鉄金属労連とも協力し、有効な対策 

について検討しています。

(2) 昨(91)年10月18日、アメリカの控訴裁判所 

は、EPA(環境保護局)のアスベスト製品の製 

造等を禁止する規制を無効とする判決を下しま 

した。EPAが上告しなかったため、この判決 

は確定しました。

日本石綿協会は、この判決以降、強気の姿勢 

に転じています。日本石綿協会は、現在の法令 

による規制、指導と自主規制でアスベスト対策 

は十分であると考えています。アスベスト規制 

法制定をめざす会は、4月1日に同協会に対して 

法案についての意見交換をするために話し合い 

を申し入れましたが、拒否されました。

(3) 今(92)年5月、非石綿車両(ノンアス車)を公 

開するよう国内の自動車メーカー12社と主な外 

堪総代理店4社に贤請したところ、1〇社から回答 

がありました。與偽のほどはわかりませんが、 

小型車については、かなりノンアス化が進んで 

いるようでした(同前92年8月号参照)。

4 アスペスト被災者の援助

(1)昨(91)年7月2日、全国安全センターと共催 

して、はじめて「アスベスト•職業がん11〇 

番」を実施し、全国で325件の相談がありました。 

各地区安全センターの努力で、‘うち5件がすでに 

労災認定をかちとっています。

(4)(92年)4月28日、第2回目の全国一斉「アス 

ベスト•職業がん11〇番Jを実施し、193件の 

相談がありました。前回に比べると6割ぐらいの 

相談件数でしたが、健谈被害の相談にっいては 

深刻なものが多くありました個前92年7月号参 

照)。

(3 )5年目に入った横須賀石綿じん肺裁判は、原 

告側の立証が終わり、被告側の反証の段階に入 

りました。

5教育広報活動

(1)昨年の第5回総会では、日本石綿処理工業会 

運営委員の宮川隆司さんから「アスベスト処理 

の現状について」と題して講演を受けました。 

(2 )(91年)11月16日に大阪で開かれた第3回日 

本石綿シンポジウムに参加し、第3部の「アスベ 

ストの有効利用と規制について」では、日本石 

綿協会が有効利用の立場から、アスベスト規制 

法制定をめざす会が規制の立場から、それぞれ 

意見を述べました。

(3) (92年)4月25日、26日に代々木公園で開かれ 

たアースデイ•アジア•フェステイバルに参加 

しました〇「アジア」がテーマでしたので、日本 

や中国のアスベスト鉱山、アジアに進出した日 

本資本のアスベストエ場なども展示に加えて訴 

えました。

(4) 9月25日、「これからが本番！アスベスト対 

策」と題してシンポジウムを開催しました。大 

阪府立公衆衛生研究所の熊谷信二氏からアスベ 

スト問題の現状について講演をいただき、築地 
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魚市場、富良野など、アスベストが問題になっ 

ている現場より報告を受けました。

(5)「アスベスト対策情報jは総会特集号を1回 

発行しました。「めざす会ニュース」は、* 1 2 * * * * 7回発 

行し、通算12号になりました。

6組織の強化拡大

アスベスト規制法制定に協力をいただいてい 

る諸団体に会員になるように呼びかけたとこ 

ろ、3団体、2個人が新たに会員になりました。

1992年度活動方針

1 はじめに

アメリカでE PAのアスベスト規制が無効に 

なりましたが、裁判所はアスベスト規制の必要 

性を認めています。ドイツでは1994年末までに 

アスベストの輸人、生産、使用を全面的に禁止 

しました。また、オランダは1993年6月までに、 

イタリアは1993年末までにアスベストを禁止す 

ると伝えられています。現在、ECの統合を迎 

え、ECとしてアスベスト規制をどのようにす 

るか検討が行なわれています。

昨年のわが国のアスベスト輸入最は、2*7万2千 

トンでわずかに減少していますが、相変わらず 

高い水準を維持しています。代替品の売れ行き 

が仲び悩むなど、日本におけるアスベスト対策 

は、現在の法令や業界の自主規制では不十分で 

す。私たちは、アスベスト製品の規制と具体的 

対策の実現を求めて活動を進めます。

2 アスベスト規制法制定の取り組み

「アスベスト規制法制定をめざす会Jに参加を 

し、アスベスト規制法の成立をめざして全力で 

取り組みます。国会要請行動の組織化、山場で 

の集会を計画して行動を稻み上げるとともに、 

議会対策を強化します。

可能な自治体讁会において、アスベスト規制 

法制定を政府に嬰謂する意見#を採択するよう 

働きかけます。

3 行政との交渉

北海道富良野市のアスベスト鉱山のアスベス 

卜紛じん問題について、飛散防止対策の指導を 

徹底するように通産省に求めていきます。また、 

東京都築地市場の解体工事について、安全なエ 

事を行なうよう求めていきます。これらの問題 

は全国に数多く存在しているはずです。情報の 

収集に努力するとともに、行政との交涉を強化 

していきます。

4アスベスト被災者への支援

アスベスト被災者の掘り起こしを行ない、労 

災申請等の支援を行ないます。そのため、アス 

ベストばく露労働者の組織化などに協力しま 

す。

横須買石綿じん肺战判闘争、ジョンズマンピ 

ル社に対する賠償請求などに引き続き協力して 

いきます。

5 調査活動
アスベスト鉱山やアスベスト製品製造工場の 

所在地、さらには日本資本の海外でのアスベス 

卜製品の製造など、アスベストの採掘、製造に 

関する情報の収集に努力します。また、情報公 

開条例などを利用しながら、公共施設における 

アスベストの使用実態を明らかにしていきま 

す。さらに、アスベストによる健康被害調査に 

協力していきます。

6教育広報活動

アスベスト規制法制定の運動やアスベスト被 

災者の掘り起こしを進めるために、学習会やシ 

ンポジウムを企画しますdまた、そのような企 

画に植極的に参加します。アスベスト製品など 

の展示会が地方でも開催できるように、貸出の 

体制をつくるようにします。

「めざす会ニュース」の発行に協力するととも 

に、「アスベスト対策情報」も適宜発行 

します。(以下略)
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認定問題小委員会報告

労災認定制度の見直し行わず
労基研中間報告挫折の仕切り直しに「幕引き」

労働者災害補似保険審議会(会長•萩澤消彦 

成蹊大学法学部教授)は、92年12月17日、同密議 

会に設置した認定問題小委員会(座長•保原喜 

志夫北海道大学法学部教授)の報告「労働者災害 

補似保険制度の適切な運用について」を了承、 

労働省に対し報告を踏まえた行政運用を耍誚し 

た〇

この経緯について労働省は次のように説明し 

ている。「平成元年12月に労災保険審議会から労 

働大臣あてになされた建議において、労災保険 

'港議会にW•門小委員会を設け、認定基呼の策定 

や業務上外等の認定のあり方など労災保険制度 

の運川而にっいて検討を進めるよう指摘がなさ 

れたところである。この建議を踏まえ、平成2年 

.9月の密議会において、公•労•使の代表委員各 

3名からなる認定問題小委員会を設匿すること 

が了承された。同小委員会は、平成3年2月以来、 

7回にわたって会合を開催し、業務上外の認定等 

の運用面について検討を行ってきた」。

災災法改正作業の仕切り直し

平成元(89)年12月の労災保険審議会の建議と 

はどのようなものだったか思い起こしてみよ 

う。

その的年一88年8月、労働大臣の私的諮問機関

古谷杉郎
全国労鼬安全衛生tンター迚粘会議帛務局長

である「労働基準法研究会(災害補償関係)」(座 

長•花見忠上智大学法学部教授)は「労働基準法 

研究会(災害補償関係)の中間的な研究内容につ 

いて」という報告をまとめた(中間報告)。労働 

省は、労災保険審議会に労災保険基本問題懇談 

会(密議会の全委員がメンバー)を設置し、88年 

8月1日に第1回基本懇を開催して、中問報告の内 

容を説明。同年中にも基本懇一審議会の了承を 

得て、労基法研究会の中間報告の内容に沿った 

労災保険法の改正を行う方針を立てた。

しかし、この中間報告の提案する内容は、① 

労基法の災害補似規定の削除(不要諭)、②休業 

捕似の一悚1年6か月で打ち切り、③重度障害(陴 

害等級1、2級)の場合の給付水準の(3級と同じ水 

準への)引き下げ、④高齢者の給付水準を引き下 

ける「年齢スライド制」の導入、⑤労災保険給 

付と老齢年金等他の社会保険給付や民事損害賠 

旧との(完全)調整、⑥労災専門医委員会制度等 

による労災認定•治療内容等への統制強化な 

ど、労災補償制度の抜本的改悪を迫るものだっ 

た。労働戦線再編のただ中という困難な状況に 

もかかわらず、中間報告に基づく労災補慣制度 

の改惡に反対し働く者の立場に立った制度改正 

を求める取り組みが、全国各地、様々なかたち 

で取り組まれた。中問報告をまとめた労基法研 

究会のメンバー自身が、被災者、労働組合、弁 
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護士、医療関係者、地域安全センター等とのヒ 

アリングなどを経て、中間報告を「棚上げ」す 

る「見解」を基本懇に提出するといった状況も 

生じる中で、労働省は、中間報告のほとんどの 

内容の実施を見送らざるをえなかった。この間 

の取り組みが全国安全センター設立のひとっの 

災做ともなっている。

基本懇における議論は、88年8月1日から89年 

12月25日まで、22回にわたって続けられること 

になり、89(平成元)年12月25日に労災保険審議 

会の建議「労働者災害補慣保険制度の改善にっ 

いて」が出されたわけである。このような経緯 

を反映して、建議では次のように述べている。 

「① なお、重度障害者等に対する介護に係る 

補償のあり方、各種給付における被災時年齢等 

による不均衡の問題、支給停止の運用基準の見 

直しを含む民事損害賠償との調整のあり方、Ti 
用徴収基準の見直しの諸点については、時間の 

制約もあり、今回結諭を得るに至らなかったが、 

これらについては引き続き検討を進め、早期に 

結論を得るよう務めるべきものと考える。

② また、各種認定基準のあり方や医学的判 

断を必要とする事項についての認定体制のあり 

方、社会保険との調整のあり方、特別支給金の 

あり方、労働福祉事業や余裕金のあり方等の問 

題についても、引き続き検討を深め、その結果 

に基づき所要の措置を講じていく必要があると 

•ぇる。」

労働省としては、挫折した労災補似制度の抜 

本的見直し作業のレールを敷き直す必要があっ 

た。そのために、かねて労働者側からの要望が 

強かった労災認定問題について讓歩の姿勢を示 

したというのが、労災保険審議会の中に認定問 

題小委員会が設置された背景であった。

建議でふれられたその他の課題については、 

別稿で紹介する「労災觅度盹害者介證問题研究 

会」の作業以外、動きらしい動きはない。
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制度面の検討はなし

このような事情を考慮に入れて、今回の認定 

問題小委員会報告の内容を検討する必要がある 

だろう。

認定問題小委员会では、設御に当たって、委 

員以外の専門家等をメンバーとすることは認め 

られなかったため、「医学的•専門的な検討を除 

く.」としながらも、「次の事項に関し、調査•検 

討し、その結果を、必要に応じ本審議会に報告 

するもの」とされた。

① 業務上外の認定基準について

② 業務上外等の認定において被災労働者やそ 

の雇用主等関係者の意見がより反映される 

方途について

③ その他上記に関辿する事項

審議会の労働者委員は連名で、91年9月に「労 

災認定の改善に関する意見」を提出した。これ 

は、「労災認定の要件、基準、手続き等にっいて、 

われわれはかねてから、制度上•運用上の改善 

を行うよう求めてきたところですが、近年の労 

働災害発生件数の増加、『過労疾病』に関わる労 

災申請件数と労災認定をめぐる民小訴訟の悄加 

等に鑑み、認定問題小委員会並びに本辦議会に 

おいて、労災認定のあり方についての十分な検 

討を行い、下記事項の速やかな実現を図られる 

よう要請します」として、「認定要件•基準等の 

改善にっいて」12項目及び「認定体制•手続き 

等の改善について」12項目の提案を行った(「安 

全センター情報」92年4月号17頁「労災認定の改 

善に関する連合意見について」と同一の内容)。 

具体的には、①業務上鞣定に当たっての立証 

責任の転換一 I L0第121号勧告の考え方に沿 

い、事業主あるいは保険者が業務外と立証でき 

ない場合は菜務上とする、②菜務遂行性と菜務 

起因性の双方の成立を求める「2要件主報」の鹿
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認定問題小委員会報告

脳血管疾患及び虚血性心疾患等の労災補償状況

\年 度 87 88 89 90 91

脳血管疾患

請求件数 351 480 538 436 404

認定件数 42 61 96 77 78

1号 24 47 77 56 54

9号 18 14 19 21 24

虛血性心疾患等

請求件数 148 196 239 161 151

認定件数 7 20 14 15 15

1号 4 5 3 3 5

9号 3 15 11 12 10

合 計

請求件数 499 676 777 597 555

認定件数 49 81 110 92 93

1号 28 52 80 59 59

9号 21 29 30 33 34

(往)11号とは労働基準法施行規則別表第1の2第1号の「業務上 

の負傷に起因する疾病」であり、9号とは同表第9号の 

「業務に起因することの明らかな疾病」に係る脳血管疾 

憩及び虚血性心疾患等である。

2未処埋の件数があるので、誚求件数から認定件数を減じ 

た件数が不支給の件数とはならない。

止、③事業主の健康管理義務を明確 

化し、それを欠いていた場合の認定 

のあり方を検討、④認定基準に関る 

各種「専門家会議」に労働組合の推 

薦する医師•学者を参加させると 

ともに、公開の原則の確立、⑤労災 

保険給付請求から認定決定までの 

間の「立替え払い」制度の新設等、 

抜本的な制度改正を求めていた。ま 

た、とくに社会問題化している脳• 

心臓疾患の労災認定基準の見直し 

と見直しが行われるまでの現行基 

準の弾力的運用や、職業がん、じん 

肺の合併症の範囲の拡大、通勤災害 

も業務災害とすること、なども含ま 

れていた。

結果的には、今回の認定問題小委 

員会報告にこれらの問题は全く含 

まれていない。含まれていないとい 

うよりも、制度的な問題については 

検討がなされなかったため、報告前 

文でわざわざ「検討課題のうち、… 

運用面について検討を行ってきたがJと断らざ 

るを得なかった。労働省が、運用面での検討だ 

けで認定問題小委員会の作業の「箱引き」を図 

ったものとみるべきだろう。88年8月の労基法研 

究会中間報告に基づく労災補償制度改惡の挫折 

に対する「仕切り直し」を終わらせ、再度その 

復活に着手しようとしているのだとしたら警戒 

しなければならない。

111 H 1111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111

認定、予防とも不十分な過労死対策

認定問題小委員会報告は、①業務上疾病の認 

定基準、②業務上外の認定等の手続及び体制、

③広報•相談体制、の3点についてふれている 

が、目新しい内容は全く含まれていない。国会

答弁や労働省交渉で確認されてきた内容をあら 

ためて整理したともいえるが、いくつかの点に 

ついて解説しておこう。

①業務上疾病の認定基準について

報告は、「業務上疾病の認定基準は、医学的- 

専門的判断と密接に関連するものであるので、 

今後ともこれに関する医学的知見の収集等に努 

めその結果を踏まえて、必要に応じ見直しを行 

なぅ」〇「特に、脳•心臓疾患については、新た 

な医学的文献の収集、分析、整理のための体制 

整備に努めるなど、今後とも医学的知見の収集 

等を積極的に推進する」と述べる。一部新閒な 

どでは、これをもって、労働省が脳•心臓疾患 

の労災認定基準の見直し作業を開始するかのよ 
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うな書き方をしているが、労働省の具体的な作 

業としては、この認定問題小委員会の作業が唯 

一のものであったわけで、それが「幕引き」さ 

れた後の具体的作業はない。「脳•心臓疾患と業 

務に関する新たな医学的知見が得られた場合に 

は、速やかに専門家会議において見直しの検討 

を行なう」とも言うが、そのときは新たに専門 

家会議を設置し、さらに時間をかけて検討をし 

てからということなのだろう。

このような「一般的な」説明は、これまで何 

度も繰り返されてきたが、常にその言葉の裏に 

あるのは「現在のところ見直しを必要とするよ 

うな医学的知見は存在しない」という労働省の 

ホンネ。一般論ではなく、脳•心臓疾患をはじ 

め業務上疾病の認定基準の見直しのための具体 

的作業が求められているのである。本紙92年8、 

9月号に掲載した「脳•心臓疾患労災認定基準/ 

部内会議で労働省が解説したホンネ」には多く 

の反響が寄せられた。寄せていただいた批判一 

今号では斉藤竜太医師と過労死家族の八木光恵 

さん一を別掲しているので参照してほしい。

「現在実施されている作業関連疾患に閲する 

調査研究から得られる医学的知見にも十分留怠 

する」という力、これは報告でも言っているよ 

うに「予防対策の確立を図るために実施されて 

いるもの」。労働省の「作業関連疾患総合対策研 

究」は、90(平,成2)年,度から5年計画で進められ 

ており、「高血圧、心疾患、脳卒中、糖尿病等」 

をテーマに取り上げ、研究の結果をもとに「事 

業者、労働者、産業医等安全衛生関係者のため 

の予防マニュアルの作成」等を目的にしている。 

予防対策は大いに推進されなければならない 

が、「作業関辿疾患」とは何かという議諭も行わ 

れないまま言葉が一人歩きしていくことについ 

ては危惧がある。労働省は、93年度、この「作 

業関連疾患総合対策研究」の第4年度に加えて、 

「循環器系(脳•心臓疾患)特別健康診断のあり 

方検討会」の設置等を掲げている。予防対策と 

して、健康診断項目を追加しようというのだろ 

うか。リスクの高い者を早期に選別•排除し、 

あるいは、健診を行っているかどうかが企業責 

任を果たしているかどうかのメルクマールとさ 

れるような手法は、今日の労働安全衛生の流れ 

に逆行すると言うべきだろう。予防対策は、何 

よりも、リスクの高い者も安心して働ける職場 

作り(「快適職場の形成Jと言ってもよい)と関連 

づけて考えられなければならない。そのような 

観点から、労働省の進める予防対策に対しても、 

注目し、見直していかなければならないだろう。 

いずれにしろ、これらの作業は、労災認定基 

準の見直しとは連動させられておらず、労働省 

は、見直し作業の引き延ばしのための言い訳に 

使っている。

また、報告では、「現行の認定基準の適切な運 

用」として、「脳•心臓疾患に係る認定基準の運 

用に当たっては、当該認定基準に基づく調査を 

より一層的確に行なえるようにするため、現行 

の調査表の記載欄に、労働時間に関する項目以 

外の調査項目(作業内容、作業方法、作業環境、 

身体の状況等)を具体的に掲げるなどの様式の 

見直しを行なう」としている(この調査表は「安 

全センター情報」91年2月増刊号「脳•心臓疾想 

の労災認定問題資料集」17〜22頁参照)。

これは、90年5月25日の国会答弁での約束を実 

現しようとするもの。第118回国会衆議院社会労 

働委員会での五島正規氏の質問に対して、当時 

の野崎和昭労働省労働基準局長は次のように答 

えている。「確かに今様式等見てみますと、やや 

労働時間に偏り過ぎているのかなという印象も 

受けます。…そういった誤解が生じないように 

様式その他についてももう一度見直してみたい 

と思います」。

②業務上外の認定等の手続及び体制について
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認定問題小委員会報告

この点について報告は、①関係者からの十分 

な意見等の聴取、②事業主証明の履行の促進、

③処分理由の説明等、④審査請求の処理体制の 

整備について取り上げている。いずれもこれま 

でも言明されながら、必ずしも実行されてこな 

かった問題であり、この報告も手がかりにして 

実行させていきたい。

③広報•相談体制について

報告は、「特に、脳•心臟疾患に係る業務上外 

の認定に関する理解の促進等を図るため、労働 

基準監督署、都道府県労働基準局及び(財)労災 

年金福祉協会の相談体制の整備を図るととも 

に、当該窓口の効果的活用にっいて周知•広報 

に努める」という。労働省は、労災年金受給者 

の相談等を主な業務とする(財)労災年金福祉協

会の労災年金相談所(室)で、脳•心臓疾患の労 

災認定問題の相談を受け付けることとし、その 

ための人員も配置してきている。労働基準監督 

署等で「まず、ご相談ください 脳出血•くも 

膜下出血•脳梗塞•狭心症•心筋梗塞症などの 

脳•心臓疾患と労災保険との関係についてのご 

相談をお受けしております」と書かれたポスタ 

一が目につくようになった。

天下りの問題等もあるが、労基署に相談に訪 

れた遺族等が労災年金相談所に回され、認定の 

困難さをとくとくと説明されて断念するよう説

得されているという噂も伝わっており、そのよ

うな実態があれば問題である。

なお、認定問題小委員会報告を受けた行政通 

達が本年1月中に出される予定であり、 

おって紙面で紹介したい。

労働者災害補償保険審議会認定問題小委員会の報告(平成4年12月17日) 

労働者災害補償保険制度の適切な運用について

労働者災害補似保険密議会認定問題小委員会 

においては、平成3年3月12日に第1回の会合を開 

催して以来、今日まで7回にわたって会合を持 

ち、労働者災害補似保険審議会に労働者代表委 

員より提出された「労災認定の改善に関する意 

見」等も踏まえ、労働者災害補償保険制度にか 

かる検討課題のうち、業務上疾病の認定基準の 

策定や業務上外等の認定のあり方など、労働者 

災害補償保険制度の運用面について検討を行な 

ってきたが、この度、より一層適切な運用を図 

るべき事項についてその結論を得たので、別紙 

のとおり報告する。 

別紙

刃働汽災窖汕怊保険制度の

適叨な迎川について

労働者災害補償保険制度(以下「労災保険制 

度」という。)における業務上外の認定等の運用 

をより一層適切に行なうことにより必要な保険 

給付を的確かつ迅速に行ない、もって労災保険 

行政に対する一層の信頼を確保するため、業務 

上疾病の認定基準、業務上外の認定等の手続及 

び体制並びに広報•相談体制について以下の措 

置を講ずる必要があると考える。

1.業務上疾病の認定基準について

(1)認定基準に関する医学的知見の収集等の推 

進

① 業務上疾病の認定基準は、医学的•専門 

的判断と密接に関連するものであるので、今後 

ともこれに関する医学的知見の収集等に努めそ 

の結果を踏まえて、必要に応じ見直しを行なう。
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② 特に、脳血管疾患及び虚血性心疾患等(以 

下「腦,心臓疾患」という。)については、新た 

な医学的文献の収集、分析、整理のための体制 

整備に努めるなど、今後とも医学的知見の収集 

等を锁極的に推進する。その場合、現在、予防 

対策の確立を図るために実施されている作業関 

辿疾患に関する調査研究から得られる医学的知 

見にも十分留意する。これらの結果、脳•心臓 

疾患と業務に関する新たな医学的知見が得られ 

た場合には、速やかに専門家会議において見直 

しの検討を行なう。

なお、労働者代表委員より、現行の認定基準 

を速やかに見直すべきであるとの意見があっ 

た。

(2 )現行の認定基準の適切な運用

① 現行の業務上疾病の認定基準の考え方に 

ついて、医療機関等を始めとする関係者の理解 

を促進すること等により、これら認定基準の一 

潜適切な運用に努める。

② 特に、脳•心臓疾患に係る認定基準の運 

用に当たっては、当該認定基準に基づく調査を 

より一肋的確に行なえるようにするため、現行 

の調査表の記載欄に、労働時問に関する項目以 

外の調査項目(作業内容、作業方法、作業環境、 

身体の状況等)を具体的に掲げるなどの様式の 

見直しを行なう。また、脳•心臟疾患の労災認 

定に係る事案の複雑.多様性に鑑み、事例の収 

集•分析に努める。

2.業務上外の認定等の手続及び体制について 

(1)関係者からの十分な意見等の聴取

業務上外の認定等に当たっては、必要な事実 

関係の正確な把握に資するとの観点から、被災 

労働者、事業主、上司、同僚、家族、医療機関 

等の関係者から事情聴取を行なうことが必要不 

可欠であるので、これを十分行なうように徹底 

を図る。

特に、医証に関しては、主治医の意見を尊重 

するとともに、必要に応じ専門医の意見を徴す 

るように努める。

(2) 事業主証明の照行の促進

請求人から事業主証明が得られない旨の相談 

があった場合には、事業主に対し、事業主証明 

の趣旨が災害発生状況などの事実にっいて証明 

するものであって、業務上の災害であること等 

を証明するものではないことについて理解を求 

め、事業主証明の履行を促すように今後とも努 

める。

なお、従来どおり、たとえ事業主証明がなく 

ても請求盡を受理し、職権により調査を行なう 

ことにより、請求人の保護を図る。

(3) 処分理由の説明等

① 認定の迅速処理を図るとの観点から、労 

_基準監督署の段階における調査の円滑な実施 

などの体制の整備に努める。また、一定期間を 

経過しても処理が終了しない事案については、 

請求人にその理由及び処理状況等を適宜、通知 

するとともに、請求人等から問合せがあった場 

合には、適宜その処理状況等の説明を行なうよ 

うに徹底を図る。

② 請求人に対して不支給決定通知を行うに 

当たっては、当該決定についての理解の促進を 

図る観点から、通知畜にその理由を簡潔に記載 

するとともに、更に詳細について照会があった 

場合にはできる限りわかりやすく説明するよう 

に徹底を図る。

なお、疾病に係る不支給決定通知にっいては、 

請求人がより一肋確実に受領することができる 

方法とすることについて検討する。

③ 文害閲劈など諸データの公表の要請に対 

しては、個人のプライバシー、企業の秘密その 

他第三者の権利を侵害するおそれがあること等 

を考慮して、支陴のない限り、請求人に対して 

閲覧させる。

(4 )審査請求の処理体制の整備
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① 審査請求処理の迅速化を図るため、労災 

保険審査官の増員、労働保険審査専門調査員等 

の補助者の設置及び、これらの適正配置等を行 

うとともに、労働保険審査会についても事務局 

の増員を図る等により、今後とも事務処理体制 

の強化に努める。

② 審査事案に係る労使の実情•慣行等を把 

握するとの参与制度の趣旨を踏まえ、参与制度 

がより一層効果的に運営されるよう配意する。

3.広報•相談体制について

労災保険制度の円滑な運営に資するため、被 

災労働者等に対し、労災保険制度の仕組みや認 

定基準の考え方、保険給付の請求手続等につい 

て一層の周知に努める。

特に、脳•心臓疾患に係る業務上外の認定に 

関する理解の促進等を図るため、労働基準監督 

署、都道府県労働基準局及び(財)労災年金福祉 

協会の相談体制の整備を図るとともに、当該窓 

ロの効果的活用について周知•広報に努める。

また、これらの窓口における対応については、 

親切でわかりやすいものとなるように努める。

(参考)労働者災害_怊保険密議会 

認定問題小委員会の設置について

1目的

平成元年12月25日における労働者災害補償保 

険審議会(以下「審議会」という。)の建議を踏ま 

え、業務上疾病の認定基準の策定等に際し労使 

の意見の反映に努めるとともに、業務上外等の 

認定における関係者の意見の反映方途について 

検討するため、審議会に「認定問題小委員会」 

(以下「小委員会」という。)を設ける。 

2構成

(1)小委員会は、審議会の公益•労働者•使用 

者委員各3名ずつ計9名によって構成するものと 

し、小委員会の委員の選出は、審議会の議によ

り行う。

(2) 小委員会は、必要に応じ、委員以外の者の 

出席を求めることができる。

(3) 小委員会の議事進行は、公益委員である者 

の中から、小委員会委員の互選により選出され 

た座長が行う。

3所掌

小委員会は次の事項に関し、調査•検討し(医 

学的専門的な検討を除く。)、その結果を、必要 

に応じ本審議会に報告するものとする。

(1)業務上疾病の認定基準について

(2 )業務上外等の認定において被災労働者やそ 

の雇用主等関係者の意見がより反映される方途

について

(3 )その他上記に関連する事項

認定問題小委員会委員名溥

〇公益委員

保原喜志夫(北海道大学法学部教授=座

長)’

塩田 憲三(大阪労災病院名誉院長•顧 

問)

嘉治佐代(世界経済調査会研究員)

〇労働者委員

佐川英美(日本労働組合総連合会生活 

福祉局部長)

橋村良夫(全国金属機械労働組合中央 

執行委員長)

矢田忠昭(全国建設労働組合総連合書 

記長)

〇使用者委員

宇田川靖(日本通運株式会社勤労部長) 

高梨昇三(日本経営者団体連盟環境安 

全部長)

前原秀木(日本鋼管株式会社常務取締 

役)
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過労死認定基準/労催#省部内会議での解説を読んで

日常業務と自然経過の考え方
新認定基準の労働省解説を検討する

斎藤竜太
沖奈川労災瞄業病tzンター1¥事畏、医師

1はじめに

労働省は、1987年10月26日付で基発第620号通 

達「脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認定基準 

について」(以下「新認定基準J)を出した。そし 

て、翌88年春頃と思われる時期に労働省は部内 

の会議でこの新認定基準を解説している(「安全 

センター情報」92年8月号)。この解説のテープ 

を起こしたものが、同誌92年8月号と9月号の2回 

にわたって紹介された。同誌が言うように、労 

働省のホンネがストレートに出ていて興味深い 

が、結論を先に言えば、そのホンネが事実にも 

とづかない虚梢の上に強弁され、かつ、労災認 

定を極力抑えようという意図がありありとみえ 

る解説となっている。検討を加えてみる。

なお、労働省の解説の対象も、筆者の検討の 

対象も、業務上疾病の中の第9号該当疾病(「その 

他業務に起因することの明らかなもの」)につい 

てであって、比較的問題の少ない第1号該当疾病 

(「業務上の負傷に起因するもの」)についてでは 

ない。

2 部内会議をなぜ開くようになったか

「脳血管疾患及び虚血性心疾患等」は、これま

で労働省が説明してきたところによれば、労働 

との因果関係では、日常業務の中では発症しな 

い、あるいは、日常業務とは区別される突発的 

にもちあがった災害的事態が存在したとき、に 

のみ発症する。ところが、解説者が述べている 

ように、このような見解、およびこうした見解 

によって業務外にされた症例が、民事裁判によ 

ってくつがえされ、国側が敗訴になることが多 

くなってきた。労働省は、いわゆる災害性以外 

でも業務上疾病が存在することをすでにかなり 

よく知っていたようであることをこの解説はに 

おわせているが、それにもかかわらず、行政権 

力の強制を押し通して、災害性のもの以外は業 

務上疾病の存在を認めてこなかった。これは、 

災害主義とかアクシデント主義とか呼ばれてき 

た。

いずれにしろ、民事訴訟によるアクシデント 

主義の敗訴例が増え、「災害によってのみ相当因 

果関係が判断されるのかという点については、 

私どももそうとは言い切れないわけです」(同前 

8月号)と労働省中枢も動揺を隠せない状態に立 

ち至っていた。被災労働者や家族、支援団体と 

直接交渉し、被災の状況をより実際に近いかた 

ちで知り得る、末端の労働基準監督署の係官な 

どは、特にそうだったであろう。こうした事態 

に直面して、労働省中枢は、当然のことながら、
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認定基準の「整備」と部内の意志一致を図る必 

要にせまられたであろうことは想像に難くな 

い〇

3労働省は「過労死」という語を使わない

ここには、労働省の立場与企業の立場がよく 

あらわれている。

労働省側が敗訴した例の核心が、死因の臨床 

医学上の疾患名の如何にかかわらず、過労やス 

トレスが死因の有力な部分を構成している一す 

なわち過労死一ことが裁判所によって指摘され 

ているところが大事なのである。にもかかわら 

ず、労働省の解説者は「災害でなく個々のケー 

スとして、業務によって有力な原因」(同前8月 

号)などともってまわって、決して、過労、スト 

レスという語を死因としてはロにせず、新認定 

基準も旧来の臨床医学で用いられてきた疾患名 

を労災認定用疾患名として拘束的に列挙し、通 

達名も「過労死の認定基準について」ではなく 

「脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認定基準に 

ついて」としている。

過労が原因で死んだ例は昔からなかったわけ 

ではないが、「過労死」という、いわば労働衛生 

学的、あるいは社会医学的用語と概念が社会的 

に定着、普遍化したのは1叩〇年代のオイルシヨ 

ック以後である。

「過労死」という用語法は、人間の死に方の中 

で、主として「働き過ぎ」、「働かされ過ぎ」が、 

言い代えれば、企業の本質的要請=生産性二資 

本蓄積性が、さらに言えば企業責任性が問われ 

る死に方を直截に表現した用語法でもある。し 

かもそれは、資本主義ではあっても、ヨーロッ 

パなどの先発資本主義(社会)とは異なる特殊日 

本型資本主義(社会)のあり方をも示した用語法 

であって、それは、オイルシヨックを契機とし 

た、70年代以後の特殊日本型企業社会の成立過 

程を、人間の死に方を尺度として見た用語法で 

ある〇

一般に、脳出血とか心筋梗塞などという臨床 

医学的疾患名は、細胞•組織•器官など身体の 

局部(時には全身)の病理的変化を基本にして名 

付けるところがあって、病名(疾患名)自体には 

身体と環境(労働•社会•自然環境)の関係を含 

意する表現は用いられてこなかった、という近 

代医学史上の特徴がある。そして、特に社会的 

利害がからむ環境を問題にするような疾病の場 

合、悪環境や環境悪化の責任を引き受けなけれ 

ばならない側は、病名ひとっからも環境を排除 

したいという強い要請が働き、それにもとづい 

た発言や行動、措置をとりがちになるが、この 

点旧来の臨床医学的疾患名に固執することは、 

「学問的」体裁からも都合がよいわけである。過 

労死という用語•概念は、先にもふれたように 

労働衛生学的、社会医学的用語•概念であるが、 

それはまた水俣病、農夫(婦)症、港湾病などと 

同じ線上にあって、働く者、地域住民、総じて 

民衆の立場から提起された学問的用語•概念で 

あると言ってよい。「学問をお偉ら方から解き放 

て！」なのである。

4 「日常業務は自然経過の中(うち)である」

これは、労働省のホンネであり、かつ最も根 

本的な主張であるとともに、最も根本的に誤っ 

ているところである。

この考え方は、労働省解説の全体をささえて 

いる基礎であって、文面として明確なのは、同 

誌92年9月号の35頁にある。日く、「ある労働者 

の自然経過をどういう範囲で見るかというと、 

通常業務に従事していて受ける負荷というの 

は、自然経過の中でとらえない限り、その労働 

者の自然経過というものは明らかにならない。J 
「日常業務、あらゆる日常業務、あらゆる職種の 
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あらゆる労働者の業務というのは、特定のこの 

立ち上がりを示すものは、医学的に明らかにな 

っていない。これはもう自然経過の中である。」 

これはまた思い切ったことを言ったものであ 

る〇

なお、解説者は「日常業務Jと「通常業務」 

の両者を同義に用いているが、筆者が用いる場 

合は「日常業務Jという用語に統一する。

Iまず、労働省の解説によると、新認定基 

準に導入した新概念、業務による「過重負荷」 

とは、①発生状態を時間的及び場所的に明確に 

し得る異常な出来事(業務に関連する出来事に 

限る)に遭遇したこと、②日常業務に比較して特 

に過重な業務に就労したこと、の2つだという。 

この考え方は、それでは、「災害」と「過重負荷」 

の違いはどこにあるかといえば、旧認定基準の 

「災害」が発症の直前ないしは前日にあった場合 

に限られたものが、「過重負荷」では発症前1週 

間以内に限られるようになった。これに、場合 

によっては、「1週間以前を付加的要因として」 

「少々の評仙淺するぐらいの程度」(同誌92年9月 

号40頁)を考慮する、というものである。

っまり、時間にっいて言えば、「過重負荷Jと 

は「災害」の時間を原則1週問に延ばしただけの 

ことである。しかも1週間でなければならない医 

学的あるいは他の合理的根拠は示されていな 

い。そして、「過重負荷」の過重性を認めるには、 

今度は、驚くなかれ30代40代なら日常業務の3 
倍、50歳を過ぎれば2倍業務をこなしていなけれ 

ばならないとまで言う。この場合も、2倍3倍の 

医学的あるいは他の合理的理由は示さない。こ 

うしてみると、新認定基準は、旧認定基準より 

も前進したわけでは決してなく、訴訟に敗れる 

事態、過労死が広がるとともに人々の中に過労 

死の正しい認識が定着してきた事態に直面し 

て、認定基準に手を加えてその欺瞞性を深めた 

にすぎない、というべきではなかろうか。ただ、 

いずれにしても当面のところ新認定基準を不本 

意ながらわれわれは使わされているわけであ 

り、きしあたり、この欺瞞の中にもある弱点を 

最大限活用することになろう。しかし、小手先 

の対応にとどまることなく、働く者の生命と健 

康を守る立場からの労基法の抜本的改正とあわ 

せて、訴訟勝利や自主対応型職場改善運動を含 

む、実質的闘いの拡大をすすめる必要がある。

ところで、「災害」の延長線上にある「過重負 

荷」を日常業務との関係でどう労働省は考えて 

いるかというと、日常業務から外れた業務につ 

いてのみ考慮しているのである。ここは勘所で 

ある。ここには労働省の言う日常業務の中には 

過重負荷は存在しない、という断定がアプリオ 

リに前提されている。この断定の裏表の関係と 

して「日常業務は自然経過」である、というテ 

ーゼがあるわけだ。妙な表現をこの解説者はし 

ているが、それは日常業務の中にはもともと過 

重負荷はないのだから、日常業務の中で発症し 

た場合は、業務とは関係のないいわば「私病」 

が自然の成りゆきで到達した結果である、とい 

う意味である。

この断定とテーゼの真実性と正当性(虚偽性 

と不当性)はどうなのか。あらためて次の疑問に 

ふれて整理してみたい。

① 労働省の言う日常業務とは何か？

② 日常業務以外の業務とは何か、そして過 

重負荷との関係はどうか？

③ 日常業務には過労死をもたらす過重負荷 

が実際に存在しないのか？ここで筆者が言 

う過重負荷とは、労働省が言うようにあら 

かじめ日常業務以外の場合に限定するもの 

ではない。限定すれば、日常業務はいかな 

る悪条件であろうと免罪されることになる 

であろう。

そして最後に、過労死ないし過労陣害をもた 

らさない日常業務、つまり自然経過とは何かを
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図1労働省が説明に用いている図

図2過労死の発症と過重負荷(斎脉)
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準法上の所定時間が日常業務」(同 

誌9月号)と言っている。したがっ 

て、資本側の要求によって改定さ 

れた労働基準法の変形労働時間制 

の場合も、「週48時間の中で運用さ 

れていれば」(同誌9月号36頁。解 

説が行われた当時は原則48時問だ 

ったが、その後、88年4月以後は原 

則46時間、適用猶予対象は48時間、 

91年4月以後は原則44時間、適用猶 

予対象46時間。93年4月からは適用 

猶予46時間も廃止され、40時間の 

実現についてはいま議論が行われ 

ている。)、これも日常業務という 

ことになる。ところが最近さらに 

この変形労働時間制が「週•月- 

最大3か月労働時間しばり」から 

「最大1年労働時間しばり」まで拡 

大しようという動きがある。

これは、労働時間に限っても、 

「日常業務」は可変であり、したが 

って業務起因性の法的、行政的条 

件も可変ということになって、労 

働運動の弱体と資本侧(企業側)の 

攻勢の下では、労働者の命と健康 

に一層不利に変化でき、同時に認 

定条件の一層の惡化にスライドさ 

せうる諭理性をもっている。当然 

のことながら、「自然経過」も恣意 

的に変動しうることになる。

そして、日常業務は労働省によ 

ればこのように時間的にのみ定義

大づかみのまま提起して討論に供したい。

①について

「日常業務」は「通常業務Jあるいは「所定の 

業務」とも表現されている。解説者は「労働基

されていて、日常業務の含む業務密度、ストレ 

ス性、過労性(疲労性)は先に述べたごとく完全 

に不問に付されている。それが、訴訟での国側 

の敗北や、地方公務員災害補償基金の公災却下 

が審査会によって否定された(公災の確定)際に 

26安全tンター怕祁93年2月号

指摘されているにもかかわらずである。

②について

日常業務以外の業務というのは、解説に従え 

ば、「労働基準法上の所定時間」を越した業務、 

つまり時間外労働ということになる。時問外労 

侧には三六協记に驻づく合法的II邪!j外労働もあ 

るが、また、サービス残業、ふろしき残業、「お 

付き合い」残業があり、さらに早朝時問差出勤 

と称して、無報酬の早出作業をする場合もある。 

労働省解説者は、このような、所定時問から 

「オーバーした分が負荷の範囲とみます」(同誌 

9月号)と述べ、この場合にのみ「過道负荷」を 

適用して、しかもそれは先にふれたように3()歳 

代、40歳代では日常業務の3倍、50歳を過ぎれば 

2倍の負荷ではじめて過重負荷になるのだとい 

う。これは「専門家の先生に閒いた話です」(9 
月号41頁)と述べているので、この「専門家の先 

生」の名を公表してもらいたいものであるが、 

「2〜3倍というのは、時問だけではない…業務内 

容、精神的な負荷等も考慮するわけです」(9月 

号)と付け加えている。考えてみてもいただきた 

い。これでは、時間だけで計算しても、3◦代、 

4◦代の労働者は1日24時問(8時問労働を所定労 

働時間として計算して)眠らないで1週問働き続 

けないと「過重負荷」とならず、いや、解説の 

読みようによっては、1日8時問所定労働をした 

あとの残業部分(過重負荷はここにのみ適用さ 

れる)が所定労働時間の3倍ということになって 

1日32時問⑴1週問続けて働かないと「過重負 

荷」とは認められないという計算になる。

労働省は、そういう言葉は使わないが、事実 

上、労働者が奴隸労働でさえ実現できない労働 

をして倒れないかぎり、業務による過重負荷に 

よって倒れたとはみなさない、と主張している 

のである。また、2倍、3倍と数値をあげている 

が、過労死の重要要因となっている非合法の各 

種の残業時間をどう正確に計算して、この数値 

を引き出すことができると考えているというの 

だろうか。

「誰が見ても精神的負荷である恐怖とか驚愕J 
を引き起こすような災害的事態に発症の直前に 

遭遇したような場合が、認定の要件となること 

は旧認定驻準と同じである。

③について

日常業務に過労死をもたらす過重負荷がある 

かないかは、紙の上や理屈の上の問題ではなく 

事実の問題である。

労働省自身と(財)労働問題リサーチセンター 

が91年11月に発表した「快適職場の形成に関す 

る調査」解果によると、従業員数30人以上の製 

造業(工場部門)と一般産業(オフィス部門)に働 

く従業員の7〇〜80%が普段の仕事に疲れを感じ 

ている。また、普段の仕事で「とても疲れる」 

者は製造業で12%、一般作業で8%であり、強い 

不安•悩み•ストレスを「非常に感じる」者は 

いずれもI3%を占めている。またエ坳部門での 

肉体的な厳しさの程度にっいて「非常に厳しい」 

と答えた者が1〇%、「やや厳しいJが35%となっ 

ている。普段の仕事が日常業務に相当すること 

を考えれば、日常業務の中で過労やストレスに 

曝されている労働者の数は扣当な数に上り、い 

わば働く者の「総疲労状態」とも言うべき状態 

が日本の産業界には形成されている、というこ 

とができる。

とれに、おびただしい時間と密度の各種残業 

が加わっているのである。ここでは、主に日常 

業務を検討の対象としているので残業について 

は省略するが、筆者が関知した過労死や過労阳 

害、あるいは過労死予備軍とみられる例は、残 

業のひどさとともに、日常業務の中でへとへと 

になっている例ばかりである。これは日常業務 

自体の中にも過労等の過重負荷が存在している
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ことを示すものである。

これら労働省自身の調査結果も、筆者自身の 

経験や他の人々の多くの経験も、いずれも労働 

者の日常業務の実体なのであって、労働省解説 

者の新認定基準の解説、したがってまた新認定 

基準自体の日常業務と自然経過についてのテー 

ゼや断定を真っ向から否定している。

また、詳しくは立ち入らないが医学的問題に 

ふれると長期の過労やストレスは、例えば、動 

脈硬化をすすめ、高血圧を形成し、また精神的

には過労->抑うっ状態という道す 

じは明らかとされている。これら 

は脳出血、脳血栓、狭心症、心筋 

梗塞、抑うっ状態による自殺など 

を準備するとともに、何らかのき 

っかけ(さもないきっかけもあれ 

ば、誰にも諒解できるきっかけも 

ある)で発症をもたらしうる。基礎 

疾患として、これらを持っている 

労働者にとっては、共働原因にな 

って増悪発症しやすいことは明ら 

かだ。無論、過労死あるいは過労 

障害は、ここにあげた臨床医学的 

疾患名にとどまるわけではない。 

労働省は、次第に明らかにされて 

きたこのような医学的知見をこと 

さらに無視しているとしか言いよ 

うがない。

日常業務の中には過重負荷が実 

に存在し、過労死状態を形成準備 

し発症に至らしめているのが事実 

である。

II以上のことをふまえた上 

で、働く者にとっての日常業務と 

自然経過についての筆者の考えを 

述べよぅ。

労働省は、すでにみたように日常業務を時間 

(所定労働時間)で定義した。だから、もし労働 

基準法が改定されその所定労働時間を変えれ 

ば、それに従って日常業務も変化することにな 

る。しかも日常業務の密度や過労因子、ストレ 

ス因子を不問に付した。これは、日常業務が、 

労働基準法が決める時間に従いさえすれば、労 

働者の健康にとっていかに劣悪な労働環境を形 

成しても、日常業務に「過重負荷」を認めず、 

業務起因性も認めない、ということであった。
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このように日常業務が定義されたままではたま

らない。

そこで、われわれは、労働者にとっての日常 

業務とはなにか、また労働者の健康における自 

然経過とはなにか、さらに自然経過に悪い影響 

を与えない業務とはなにかを、働く者の側から 

共同して提起する必要があると思う。

これには、①労働時間からの検討、②労働(業 

務)の過密性などの過労因子、ストレス因子を除 

去することの検討、の2つが少なくとも必要と思 

う。例えば、労働者にとっての日常業務とは、 

さしあたって、少なくとも、次の3点は充たして 

おく必要があるのではないか。

1 所定内労働時間が1日8時間以内とし、変 

形労働時間制などは認めない。年間労働時間に 

して、ヨーロッパの先発資本主義国(例えばドイ 

ツなどは国の面積、人口、資本主義経済の発達 

水準など、日本に近く比較しやすい)並み(1,500 
〜1,600時間)であること。

2労働者が継続する過労感を持たず、かっ 

十分に安全教育を受けた労働者が労働の中で危 

険を感じないこと。

これは労働密度に関係し、生産性に関係する 

問題である。したがって、過労感を持たないた 

めには、生産性を落とす覚悟が企業側になけれ 

ばならないか、そのような規制措置が不可欠で 

あろう。激烈な競争の中で勝ち抜くために、そ 

して拡大再生産の生産性向上を必須の条件とす 

る資本主義国が、しかも特殊な日本型企業社会 

に転化した社会が、いかにしてそれを可能とす 

るだろうか。

筆者は「過労感」を重要な柱として考えてい 

るが、一般にひとの「〜感Jは低く評価される 

傾向がある。何か、「疲労物質」のような物質的 

(生理的、生化学的、物理的)基準を欲するので 

ある。これ自体やみくもに否定的なことがらで 

はないが、そのことによって人間の感覚を過小 

評価するならば、それは逆に行き過ぎた見方で 

ある。過労感は、物質的•精神的根拠から切断 

された単純に個人的感覚なのではなく、労働と 

直接関係しない身体的変調によって生ずる場合 

を除けば、労働時間、労働密度、企業によって 

組織された働く者同志の競争など、一言でいえ 

ば労働過程の肉体と精神への病理的影響の総 

括、が感覚としてあらわれたものだ、と考える 

べきものである。とすれば、過労感を持たない 

という条件は、労働者にとって健康な日常業務 

を考える場合、抜くことのできない柱でなけれ 

ばならない。

3災害的負荷がないこと。

以上のような日常業務下での健康状態が自然 

経過なわけである。

そしてまた、日常業務以外の業務、つまり残 

業は特別に必要な例外を除いて規制されるべき 

であろう。三六協定自体にも問題がある。その 

ためには、残業しなくても十分生活できる賃金 

の保証が必要であり、中小零細企業、下請企業 

が、こうした労働条件を満たしながら経営可能 

な条件を国と大企業が保証することも不可欠で 

あろう。残業の禁止は、残業の割増率をどうす 

るかなどということよりはるかに人間にとって 

本質的問題をはらんでいる。残業の存在は、労 

働過程から離れた個人生活、あるいは地域の共 

同生活の時間と質をきりちぢめることであり、 

人間は何のために労働するのか、という根本問 

題に対する否定的な解答だからである。

新認定基準に関する労働省部内解説を逐条的 

に検討する必要もあるが、今回は筆者がさわり 

だと思うところに限って意見を述べるにとどめ 

た。 (1993年1月9日)

編集部：最近発刊のr労災職業病•健康管理第 

2版」(総合労働研究所)の第3卷「職業病•健康 

管琿と労災認定」に過労死について斎 

藤氏が解説しているので参照されたい。
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III ,の通わない労働行政
国民の権利として情報公開の実現を

八木光恵
東京過労死を考える家族の会

逍族の立場で部内会議での労働省の説 

明内容を読んで感じられたことを害いて 

いただきたいと、東京過労死家族の会の 

八木光恵さんに、ぜひにとお願いしたも 

の。総合広告代理店㈱創芸で不動産広告 

を製作するクリエーターだった夫の死 

(87年2月急性心筋梗塞症)から労災認定 

に取リ組んだ過程を紹った『さよならも 

言わないでj(双葉社)が出版されている。 

一編集部

夕食の支度をしているわたくしの耳にテレビ 

のニュースが飛び込んできた。野菜を切る手を 

思わず止めて、画面に見入る。

「過労死の労災認定基準はすぐに見直す必要は 

ない、とする労災保険審議会(認定問題小委員 

会)の報告がまとまり労働省に提出された」 

という内容であった。

過労死の認定基準や労災認定の手続きなどに 

ついて検討していた同審議会が、12月17日、業 

務上の疾病に関する医学的文献や悄報を柏極的 

に集め、必要に応じて認定基準を見直す必要が 

あることなどを骨子とした報告をまとめ、労働 

省に実施を要誚したものである。

その報告を受けて労働省は、労災制度の適切 

な週用などを指示する通達を、来年早々にも全 

国の労働基準局長あてに出す方針であるとい 

う〇

認定基準の緩和は見送られ、また玉虫色の表 

現に包まれた。認定の壁は厚く、冷たくわたく 

したち逍族の前に立ちはだかっている。なぜこ 

んなにも、過重な仕事が原因で死んでいった夫 

たちの、残された家族を救済しないのか。

87年10月に出された「新認定基準j運用にあ 

たって、労働省が部内会議で解説した内容を稍 

読したが、ここには「国民の利益」のために存 

在する労働省の血の通った行政は微塵も感じら 

れない。

まず各人がもっ基礎的な病変が過齢とともに 

出現し、ある年齢に達すれば発症してくるもの、 

とする労働省の考え方に異議を唱える。

夫には基礎的病変はなかった。

というより、基礎的疾患を発見されるチャン 

スすらなかった、というほうが正しい。

広告代理店㈱創芸で不動産広告を製作してい 

た夫は、急性心筋梗塞で亡くなった。43歳だっ 

た〇

「やってもやっても(仕事が)終わらないんだよJ 
とわたくしにこぼし、

「疲れた、疲れた」

•を連発していた夫の日常の業務は月に120時
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全_労死編家震の会

全国過労死を考える家fi灰の会結成1周年の集い(92.11.20束京)

少なくなっていた。馬車馬のように働き詰めの 

日常から、やっとすこしだけ解放され、受験を 

控えた長女のいる家族とのだんらんに、家路を 

急いだであろう夫の熱い心情を切って捨てたの 

間の超過勤務で、亡くなる前2年間、会

社の健康診断にいく時間すらとれなか

った〇

「具合が惡くても、とても休める状態で 

はなかった」

「スケジュールがともかくびっしり詰

まっていて健糜診断どころではなかっ 

た」

夫の死後かつての同僚たちが異口同 

音に語ってくれた証言は、年1回の集団 

健診が名ばかりで実効を伴っていなか 

ったことを明らかにする。屈用主は労 

働者の健康や安全の保持には配處する苑務があ 

るのに、現在の規定は努力義務に終わり、罰則 

を伴わないから、夫のように急死に至る疾患す 

ら発見されなかったのだ。

労働省は、それでも各人がもつ基礎的病変が 

增悪した私病であった、というのか。

次に夫のように虚血性心疾患で倒れた坳合の 

認定基準について、蓄積疲労は無視してよろし 

い、との発言に強く抗議したい。

旧認定基準が直前1日の過重負荷しかみない 

という点から、1週間に期問が伸び、労災認定の 

幅を広げた可能性はある。

しかし、1週間以前の1か月、3か月、さらには 

1年という期間の過重労働を評価しないのは、多 

く蓄積された過労によって引き起こされる、脳 

や心臓疾患で倒れた人を“無視”することにな 

る。労働省が1週間とした根拠は、医学的にも文 

献的にもなにもない、と明言している以上、新 

認定基準の速やかな改正が望まれる。

夫が倒れたのは87年の2月だったが、当時は前 

年の春から引き続いたマンションブームで、不 

動産広告のクリエーターだった夫の業務量は、 

長期にわたって過重なものであった。

が、倒れる前の1週問は、超過勤務時間数が1 
日平均4時問ほどで、その以前に比較するとやや

が、マニュアルである。

すなわち労災認定マニュアルに図示された例 

のうち"外”に該当したのが、夫の直前1週問の 

労働の状態であった。

マニュアルの存在は腹立たしいもの以外のな 

にものでもない。

すなわち休日をどの日にとるかに関係なく休 

みをとれば過重な労働とはいえないという考え 

である。発症前の休日を除く 6日間の労働が所定 

の2倍であってもダメなので、土日も休まず、所 

定の2倍以上働き続けた人のみクリアできる。

休日を取った場合に認定されるケースとして 

は、発症前の6日間の労働時間が所定の2倍を超 

えるような場合である。

この認定マニュアルが発覚したとき、過労死 

弁護団全国連絡会議事務局長の川人博弁護士 

は、怒りのもって行き場がないといった面持ち 

でこう語った。

「週休2日制の時代に土日も含めて1週間の2倍以 

上働く人などいるものではない。これを®低ク 

リアしない者はまず切り捨てられる」
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これが経済大国を自認し、生活大国を標榜す 

る国の労働行政のありようか、働く者を大切に 

しない、血の適わない労働行政の姿なのか。

さらに「一番問題になる」とこの部内会議で 

も重視している、“過重な業務”の中身である。 

夫はいわゆるホワイトカラーのサラリーマンで 

あった。夫のような職種の労働者には、単に時 

間的な負荷よりも業務内容や精神的な面が最大 

限考慮されなければならない。

夫のケースで言えば、主に日刊新聞の不動産 

広告を製作していたのだが、不動産広告という 

のは法律的に厳しい規制がある。また扱う数字 

も、たとえば一つの住宅を売り出す場合、その 

物件が1億5,000万円とする。この数字の“〇”が 

一つ抜けたり単位を間違えたりしたら、どんな 

結果が出てくるのか。夫はたえずストレスにさ 

らされ気を抜くことができなかったはずだ。

しかも数字が大きいということは、広告主の 

クライアント側にも、ギリギリまで細部にわた 

って決定できない戦略がある。明日の夕刊に掲 

載することが決定しているにもかかわらず直し 

が入る。図而を書き替え、コピーを練り直し、 

数字に赤字が入る。それはおもうだに、神経が 

張り詰めたシビアな、文字通り戦場であったろ 

う〇

ストレスが最高に高まっていたと予測される 

にもかかわらず、労働省は「ストレスは認定基 

準の範囲外Jと断言する。

すなわちストレスによる脳血管•心疾患の発 

症を確認できるわけはないのだから、調査をす 

る必要もない、と言う。

労働省は「時間だけでスイスイと泳いでいっ 

てしまうこと」を「避けたい」と言いながら、 

「専門家の先生だって判断できない」から「当面 

はちょっと様子をみたい」とこう説明している。 

過労がもとで命を亡くしたと刊断されるサラ 

リーマンは年に3万人とも4万人とも言われてい 

るのに、このように甘い判断しかできない。こ 

の点にもわたくしは憤懣を隠せない。

最後に"医証”に言及したい。わたくしは現 

物のコピーを2通手にしたことがあるが、それを 

見て非常に驚き、つぎに深い落胆に襲われた。

400字にも満たず、書き流したとか判断できな 

い文字がただ並んでいるだけ。その文面には、 

倒れた人間に対するこれっぽっちの配慮もしな 

い、冷酷無比な態度が貫かれていた。

しかしこれも労働省が、医師意見書の書き方 

を、「因果関係は否定できない」

と書かせるな！と指南していることが明らか 

な以上、なにをか言わんや、である。

わたくしは夫が亡くなるまで一介の主婦であ 

つた。義務教育期間にある3人のこどもの子育て 

におわれ、たまにアルパイトをしてささやかな 

収入を得る母親であった。

今、大黒柱の夫が逝き、40代半ばにして仕事 

をさがし一家を支えている。中年の女に正社員 

の道などなく、不安定な雇用と労働条件の中で 

悪戦苦闘している。

夫が健在であったときは、

「八木さんがいないと営業に滞りがでる」

と言っていた㈱創芸は、死後わたしたち遺族 

になんの救済もしない。それどころか夫の働い 

ていたときの様子を聞きたいと、礼をもって申 

し入れても一度として応えてくれたことはな 

い。もうすぐ7回忌がやってくるというのに。

こうした企業の横暴を許しているのも労働省 

だ。

部内会議では直接触れられてはいないが、労 

働省労基署が収集した企業からの調査資料など 

の情報公開の問題については、世論を喚起し、 

国民の権利の一つとして実現させたい、と考え 

ている。そうでなければわたくしを含む多くの

迫族が、迫族自身の生存すら危ぶまれ

ていくからだ。
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重度障害者の介護補償を検討
被災者団体のヒアリングや実態調査を実施

88年8月に出された労働基準法研究会(災害補 

償関係)の中間報告では、①障害1級、2級の給付 

水準を3級と同じに引き下げること(「介護割増 

加算分」の廃止)と②「介護割増加算分」と労働 

福祉事業で行っている介護料を統合して、介護 

の必要度を基準とする介護等級表に応じた定額 

の介護補償給付の新設、が言わばアメとムチの 

かたちで提案されていた。②の「介護铺償給付 

の新設」は、従来から被災者団体等から要求さ 

れ、研究者も提言してきた問題。しかし、①の 

「介護割増分の廃止」及び、同時に提案された③ 

高齢者の給付水準を引き下げる「年齢スライド 

制の導入」は、介護を必要とする重度障害者の 

給付水準を大幅に引き下げるものとして猛烈な 

反発を買った。

「重度障害者等に対する介護に係る補償のあ 

り方」については、1989年12月25日の労災保険 

審議会建議で、「今回結諭を得るには至らなかっ 

たが、引き続き検討を進め、早期に結論を得る 

よう務めるべきものと考える」課題のひとつに 

あげられている。

労働省は、「労災重度障害者介護問題研究会」 

を設置し、「重度障害者等に対する介護に係る補 

償のあり方を含め被災労働者に対する介護施策 

のあり方について専門家による基礎的かつ総合 

的な研究」を進めることとした。主たる研究内 

容として次の3点をあげている。

①労災保険制度における介護に係る保険給

付•介護サービスの現状、問題点

② 他制度における介護に係る給付•介護サ

ービスの現状、問題点

③ 重度障害者等に対する介護に係る補償の 

あり方等介護施策の充実のための方策

同研究会は、91年12月20日には、全国脊髄損 

傷者連合会と全国じん肺患者同盟に対してヒア 

リングを行っている。当時の研究会の委員は次 

のとおりである。

江見康一(帝京大学経済研究所長) 

小西國友(立教大学教授)

千代谷慶三(珪肺労災病院院長) 

中島紀恵子(日本社会事業大学教授) 

橋本司郎(社会保障評論家)

本多純男(関東労災病院院長=当時) 

三澤義一(筑波大学教授)

また、労働省は92年1月に、(財)労災年金福祉 

協会に「労災重度被災労働者の介護実態等調査」 

を行わせている。本号では、前記研究会ヒアリ 

ングに対する全国脊髄損傷者連合会及び全国じ 

ん肺患者同盟の意見•要望とこの調査結果の概 

要(紙数の関係上図表を省略した)を紹介する。 

労働省は、研究会の報告を待たずに、91年4月 

から、現行の労働福祉事業による介護料を月額 

40,500円から51,400円に引き上げるとともに、 

実際に介護に要する費用として支出された費用
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(被介護者の配偶者、直系血族及び同居の親族を 

除く介護人に対して介護の対価として支払った 

「安全センター情報」91年9月号参照)。さらに、 

92年4月からは、51,400円、94,500円をそれぞれ

費用)が51,400円を超えるときは94,500円を限 

度として支出された費用の額を支給することと 

した(平成3年4月12日付け基発第261号通達—

53,400円、98,100円に引き上げている(平成4年
4月1〇日付け基発第222号—同前92年明 

号)。今後の動きが注目される。

全国脊髄損傷者連合会の意見並びに要望

先般ご速絡いただきました「労災重度陣害者 

介護問題研究会における3課題」についての当辿 

合会の意見並びに要望を下記のとおり提出いた 

します。

記

1「労災保険制度における介證に係る保険給 

付•介證サービスの現状、問題点」について 

A現行の「労災•介護料支給制度」は、そ 

の基本である介護人の派追制度として各自治体 

が実施している「介護人派遣事業等」を利用し 

ていますが、この自治体の「介護人派遣事業j 
等は、一般住民を対象とする社会保陣制度上の 

事業であり、労働災害被災者や職業病梱患者が 

被った損失(政府が承認した国連決議で決めら 

れた一次的阿害である「身体的•粕神的不全 

(Impairment)jx二次的障害である「能力阳害 

(Disability)j,そして三次的障害である「社会 

的.不利(Hand icap)」の発生に伴う損失)の補填を 

支給理由とする労災保険法によるべき「介護」 

制度とは本質的に異なる内容となっている。「介 

護給付」は、保険施設で実施できるような労災 

保険法によるサービスの対象となるようなもの 

ではありません。

(参考•日本政府が承認した国際障害者 

年に関する国迪決議)

62国際陣害者年は、個人の特質である

「身体的•精神的不全(Impairment)」と、 

それによって引き起こされる機能的な支 

障である「障害(能力障害• 

Disability)j、そして能力不全の社会的 

な結果である「不:利(Handicap)」の問に 

は区別があるという事実にっいて認識を 

促進すべきである。

B介誰料支給制度が労働省による通達によ 

るものであるため、監督署や基準局の判断によ 

って判定基呼が曖昧となり、介護料支給•不支 

給が公正に行われていないこと。不支給となっ 

た場合、被災者から不服審査請求ができないこ 

と。

C現行の介護料支給制度は、その介護の目 

的が「家庭での生命の維持のためjとされてい 

るに等しく、被災前の生活能力捕瑣のための介 

護とかけ雕れていること。

D 現在実施されている、介護料の該当者に 

送付されている「(介護料)振込通知書j(基準外 

看護病院入院者への「看護料金振込通知書」も 

含め)は、外部の者にもその金額がわかるため、 

受給者のプライパシーを守ることができませ 

ん。次回から金額欄に必ずシールを被せて発送 

すること。

2 「他制度における介護に係る給付•介讓サ 

ーピスの現状、問題点」について
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現在の労災保険法による介護料支給制度は、 

全国で実施されている各自治体による介護人派 

遣制度を利用していますが、この自治体が実施 

している「介護人派遣制度」は、つぎのような 

種々の大きな問題点を抱えており、現状では被 

災者の介護はほとんど補似されていません。

A 現行の自治体による介誰人派追事業の内 

容は全くバラバラで統一性がないこと。

B自治体による介護人派遣は、介護人がい 

たとしても1週間に2回、1回3時間程度が限度と、 

その内容は極めて不十分であり、介護人派遣を 

受けている被災者家族でも、被災者の介護は実 

質的にその家族が負担していること。

C介護人が受け取る貨金が非常に低く、(そ 

の結果として)介護人が非常に少ないこと。

D頸髄損傷者や下肢に拘縮等のある被災者 

の介護は、移動、入浴、用便等、女性介護者の 

力では限界があり、重度の陴害者ほど介護が受 

けられないこと。

E自治体による介護人派造制度は、利用料 

金が利用者負担となっており、派逍時問および 

所得に比例して被災者家族は、その奴用を負担 

しなければならないこと。

また、少ない派遣時問を越えて介護を受ける 

場合、その費用はもちろん全額個人の負担とな 

り、被災者家庭では負担できないこと。特に自 

治体の財政事情に大きく影晋を受けること。

F派追される介護人が介護のための教育を 

受けていないため、被災者家族のプライバシー 

が守れず、トラブルの発生があること、等々で 

す。

3 「重度障害者等に対する介讓に係る補依の 

あり方等介證施策の充実のための方策」につ 

いて

A現行の「介護料支給制度」は、労災保険 

法第23条で示された労働福祉事業によって運用 

されていますが、この被災者への介護は「1の

Ajで示したとおり、本来は同法第12条の8で定 

める「介護(補償)給付」として、これを被災者 

へ補償すべきものです。

したがって、「介護(補償)給付」を下記のとお 

り、現行の各種保険給付に加え、これを労災保 

険給付として被災者へ支給すること。

1療養補償給付

2休業補償給付

3障害補償給付

4遺族補償給付

5葬祭料

6傷病補償年金

7心身不全補償給付(新規要求)

8介護補償給付(新規要求)

(補足)「7心身不全補似給付」は、政府が 

承認した前述の国連決議にあるように、被災に 

よる最も基本的損害である「一次的損害である 

身体的•精神的障害(Impairment)」に対する補 

们を定めたもので、この補似についても「不全 

等級認定基準」(仮称)を定めるものとする。

B被災者の在宅生活を大原則とし、その時 

の介護を要する被災者と介護給付の内容を定め 

た「介護等級認定基準」を設けること。

前項Aで示したとおり、今後、被災者家族の 

介護の実態を十分公正な機関によって調査•研 

究し、被災者家族が安心して生活できるように 

「介證等級認定基準」を策定すること。

C被災者へ支給する「介護補償給付」の中 

味は、「労働災害被災者や職業病罹患者」が受け 

た日常生活基本動作能力喪失、日常生活能力喪 

失、社会的不利のすべてを填補するものであり' 

現行のような社会保障としての「労働災害や職 

業病罹患者が生きていくためのケア」を内容と 

するものではないこと。

D 「介護等級認定基準」ができるまでの間、 

「労働災害被災者や職業病罹想者」の内、脊髄拟 

傷者には次の時間の介護を補償すること。また、
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その他の「労働災害被災者や職業病罹患者」に 

ついても、これに準ずる介護を補償すること。

頸髄損傷者及び3肢麻痺者 …1日24時間
上記以外の1級障害者 …1日16時間
2級陣害者 …1日12時間
3級障害者 …1日10時間
4級障害者 …1日8時間
5級障害者 …1日6時間
6級障害者 …1日4時間
7級陣害者 …1日2時間

E上記の動作能力喪失(「稼得能力喪失填 

補」分を除く)を補うための介護に関係なく、労 

働災害によって新たに生じた似病等の療養のた 

めに必嬰な医療的介護(例えば褥瘡予防や治療 

のために必要な介護等)への塡補は、そのための 

教育を受けた介護人を必要時問派遣すること。

F被災者が車イスを使用する障害を持つと 

きは、被災者が車イスで生活できるよう、被災 

前生活していた場所をすべて車イス生活が可能 

となるよう家屋等改造費を全額労災補償給付す 

ること。(このことにより介護人の負担が大幅に 

軽減され、介護者の腰痛症等の二次的被害の発 

生が相当程度防止できる)

また、被災者が貸貸している家であれば、被 

災者がそこを立ち退くとき元に戻す改造技用を 

全額労災保険法で支給すること。(スウェーデン 

では、労災被災者以外の障害者を含め、すべて 

の陣害者に対してこのことが保障されている)

G介護人の負担を軽減するため、介護用器 

具(頸髄損傷者へのホイストや環境制御装圃E
CS等)の使用が不可欠であるので、こ 

れらを最大限支給すること。

全国じん肺患者同盟の意見、要望

この度、労災重度阿害者等に対する介護施策 

のあり方について総合的な研究を進められるに 

あたり、全国じん肺患者同盟は以下のとおり意 

見、要望をいたしますので、何とぞ格別のご配 

慮をいただくよう、お願いします。

1介謅料について

① 平成3年4月より、1か月の介護料は51,400 
円と約27%引き上げられましたが、しかし周知 

のとおり近年労働者のH金などもかなり上昇 

し、例え家族による介護の場合でも介護人の負 

担は極めて大きいのが実状です〇

したがって、家族の場合を想定しても、介護 

料は法定般低賃金の額以上の額に引き上げられ 

るべきだと考えます。

② また現行では、家族以外の介護人の場合 

の介護料は「その支払額を介護料の額として支 

払う」としながらも、その限度額を94,500円と 

しています。周知のことと思いますが、病院等 

を通じて介護人を依頼した場合の実際の支払額 

は日額1万円を超えており、このような限度額は 

「建前と実際があまりにもかけ離れており」、改 

正されるべきだと考えます。

したがって、限度額を大幅に引き上げるか、 

できれば撤廃するよう要望します。 

2介證料の支給要件について •

① 介護料は、主治医が介護の必要を認めた 

場合は本人の焰病等級その他にかかわらず、た 

だちに支給されるよう、取り扱い方の確定を要 

望します。

② 上記①に関連して、「基準看護の病院」に 

おいても主治医が必要と認めた場合は、介護料 

を支給されるよう要望します。
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3 「労災特別介證施設」について

労働省が現在全国4か所に設置を進められて 

いる「労災特別介護施設Jにっいては、当初私 

たちが要望してきたものとはかなり異なり、問 

題があると思われますので、下記の点について 

配慮していただくよう要望します。

① 入院者との関迎が考えられますが、これ 

を別としても現在の計画では入居費が髙く、人 

居者には大変な負担となります。入居费を大幅 

に引き下げることを基本に、再検討されるよう 

要望します。

② 現在の計画では、「入居の要件Jとして「原 

則として一人、居宅での介護に困っている者」 

等があげられていますが、これではじん肺忠者 

のような療養中の者にとってはせっかくの施設 

もきわめて意味が薄いと思われます。じん肺患 

者がかねて要望してきたのは、「必ずしも入院を 

要しない程度の病状の矜が、医師の管理下にあ 

って、夫婦二人で老後生活を送ることのできる 

施設』であり、こうした観点から、入居の装件 

についても再検討されるよう要望します。

4 その他

介證問題は、じん肺患者にとっても近年重要 

な課題となっており、労働齒当局が本問題を取 

り上げられたことに敬意を表するとともに、研

究会が関係被災者団体に対するヒアリングを開 

催していただけることに感謝いたします。

現段階においては、私たちも十分な資料がな 

く、細部に関する当局の運営の考え方等につい 

ても十分承知していないのが実状です。

したがって、今後研究会での密議が進む中で、 

特に被災者に重要な影響をもつものについて 

は、その都度ヒアリング等によって被災者の意 

見を聴取され、被災者の理解が得られる法令の 

改定にご尽力くださるよう、特にお願 

いいたします。

(财)労災年金福祉協会(平成4年3月)

労災重度被災労働者の介護実態等調査結果の概要

1調査の目的重度被災労働者の介i越 
の実態と总識を把握し、今後の福祉 

の増進に資することを目的とする。

2 調査の列象

(1) 地域全国
(2) 対象 平成3年11月現在における労 

災保険の傷病(補償)年金受給者 

20.011A及び障害(铺償)年金受給者 

(障害等級3級以上)12,335人計 

32,346人のうち、年金種別毎に20% 
の対象受給者を一定の方法で抽出 

し、傷病(補償)年金受給者4,002人及

び陴害(補似)年金受給者2,468人計
6,470人を調査対象とした。 

有効回答数は3,247人で、50.2%の 

有効回答率である。

3調査の時期平成4年1月 

4調査方法通信による自計調査

5調査の項目労災重度被災労働者の 

介護実態等に関する調査(調査票参 

照一略)

1 傷病•陴客等級、牌客の状態,年齡階想別

受給者数

(1)傷病•障害等級別の状況
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この調査の集計対象となった労災年金受給者 

を傷病等級及び障害等級別についてみると、傷 

病(補償)年金受給者の傷病等級別では、「第3級」 

が最も多く 70.3%を占め、以下「第1級」が20.8 
%、「第2級」が8.9%となっている。また、障害 

(補償)年金受給者の障害等級別では、「第1級」 

が49.3%を山め品も多く、次いで「奶3級jが33.0 
%、「第2級」が17.7%となっている。

(2) 障害の状態別の状況

受給者について労災牢金の支給対象となった 

のは、どういう障害であるかについてみると、 

「胸腹部臓器の機能陴害」が®も多く 37.8%を占 

め、次いで「せき損による神経障害」が32.5%、 

「脳神経系統の障害」が16.8%などとなってい 

る〇

また、これを年金の种類別に見ると、傷病(補 

償)年金では、「胸腹部臓器の機能障害」が最も 

多く 65.4%、以下「せき損による神経障害」が 

21.2%,「脳神経系統の障害Jが9.1%などとな 

pているが、等級別にみると、「第1級」では「せ 

き損による神経崎害」が73.0%を占め、「第3級」 

では「胆胸部臓器の機能PC害」が87.3%を占め 

ている。一方陣害(補似)年金では「せき損によ 

る神経陣害」が47.7%を占めて最も多く、次い 

で「脳神経系統の障害」が26.9%、「視力障害」 

が8.1%などとなっており、等級別にみると、「第 

1級」では「せき損による神経障害」が67.6%を 

占めている。

(3) 年齢階屑別の状況

年金受給者の年齢構成をみると、「6〇〜69歳」 

の階層が最も多く 36.5%を占め、次いで「5〇〜 

59歳」が24.6%,「70歳以上jが24.4%と続き、 

平均年齢は60.7歳となっている。

2傷病(補依)年金受給者の療養の状況

(1)療養の状況

傷病(補似)年盗受給者について、現在の療養 

の状況をみると、「入院しているjが20.2%、「入 

院していない」が62.3%となっている。

(2)入院期間
入院療養者について、その入院期間を見ると、 

「10年以上」が18.2%,「3年〜5年未満」が17.6 
%、「5年〜10年未満」が15.5%となっており、 

長期にわたる入院療養者が半数を占めている。 

(3 )入院療我者退院後の介誰の状況

入院療養者が退院後、家族の介護が充分受け 

られるかどうかについてみると、「受けられる 

者」力M0.9%、「受けられない者」が41.2%とな 

っており、長則入院の者に介護の受けられない 

者が多く見られる。

3世帯の構成

(1) 世帯員数
受給者の世帯員の構成についてみると、「2人 

世帯Jが最も多く 43.2%を占め、次いで「5人以 

上の世帯jが17.1%、「3人世带」が15.3%/単 

身者jが9.8%となっており、平均世帯員数は3.0 
人となっている。

また、配偶者のある者は全体の75.3%で、夫 

婦のみの世帯は39.4%となっている。

(2) 世帯員の就労

受給者の世帯について就労者がいるかどうか 

にっいてみると、就労者のいる世帯は36.2%、 

就労者のいない世帶は34.5%である。

また、就労世帯を就労人H別にみると、「5人 

以上世帯」が瓰も多く 40.2%を占め、次いで「3 
人世帯」24.4%となっている。

次に、障害(補似)年金受給者自身の就労にっ 

いてみると、19.6%の者が就労している。

4收入の状況

(1) 収入の種類

世帯における「労災年金」以外の収入につい 

てみると、「他の公的年余」の支給を受ける者が 

62.6%と最も多く、次いで「家族の就労による 

収入」が31.6%となっている。

(2) 受給者の年金収入
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受給者の収入内容にっいてみると、「労災年金 

等」については、「240万円〜360万円未満」の階 

層が最も多く全体の40.8%を占め、次いで「120 
万円〜240万円未満」の階層が37.9%、「360万円 

〜480万円」の階層が12.4%などとなっており、 

平均額が276万円となっている。

また、「他の公的年金」についてみると、「120 
万円〜240万円未満」の階層が31.8%を占め、次 

いで「120万円未満」の階層が25.2%、「240万円 

〜360万円未満」の階屑が5.1%などとなってお 

り、平均額は146万円となっている。

(3)世帯の総収入

受給者世帯について総収入をみると、「360万 

円〜480万円」の階柄の割合が撮も多く 22.5%を 

占め、次いで「240万円〜360万円未満」の階層 

が22.0%、「360万円〜480万円未満jの階層が 

17.9%となっており、平均収入額は500万円とな 

っている。

また、世帯員数別に平均収入額をみると、世 

帶員数が多くなるにしたがい多額となってい 

る〇

5介證料支給の有無

受給者で労災保険から介護料の支給されてい 

る者の割合は「支給されている」が21.7%/支 

給されていない」が69.8%である。

6 日常生活と介諶の状況

(1)日常生活と介證の有無

日常生活をどのような状態で過ごしている 

か、特に介護の必要度の面からみると、「ほとん 

ど寝たきりの状態である」者が11.1%/寝たき 

りではないが、軽易な行動はできない状態であ 

るj者が25.0%/軽易な行動はできる」者が49.7 
%を占めている。

また、「ほとんど寝たきりの状態であるJ、「寝 

たきりではないが、軽易な行動はできない状態 

である」、「輕易な行動はできる」とする者のう 

ち、「介讓を受けている」者は67.9%、「介護を 

受けていない」者31.3%となっている。 

(2)日常生活における介護の内容

日常生活において、全てに介護を必要とする 

者及び一部に介護を要する者の行動毎にっいて 

みると、「入浴」が37.6%、次いで「通院」が63.8 
%、「着替え」が59.1%などとなっている。 

(3 )介證時問
1日に受ける介證時間にっいてみると、「12時 

間以上」が最も多く14.7%を占め、次いで「1時 

間〜2時問未満」が9.8%、「4時間〜6時間未満」 

が9.4%などとなっており、平均時間数では8.5 
時間となっている。

また、これら介護のうち、家族以外の者から 

受ける介證時問についてみると、「12時間以上j 
が3.3%、次いで「1時間未満」が2.8%、「1時間 

〜2時間未満」が2.0%などとなっており、平均 

時間数では8.4時問となっている。

(4) 介護の黄用

1時問当りの介誰代用の支払をみると、「1,000 
円〜2,000円未満」が2.4%、次いで「600円未満J 
が1.6%、r5,000円以上jが0.9%などとなって 

いる。平均额は3,037円である。

(5) 介護日数
家族以外の者から介護を受ける日数をiか月 

問でみると、「26日以上」が5.3%、次いで「3日 
〜4日」が2.8%、「1日〜2日jが2.7%などとな 

っており、平均日数は14.6日となっている。

(6) 介護者と介護の内容

介護にっいて、どのような介護を誰れから受 

けるかにっいてみると、家族から受ける介護で 

は、「入浴」が57.2%と最も多く、次いで「通院」 

が49.4%、「着替え」が46.3%などとなっている。 

また、家族以外の者から受ける介護にっいて 

みると、「入浴」が8.4%、次いで「買物•散策」 

が6.2%、「排泄」及び「移動(屋内)」がそれぞ 

れ6.0%などとなっている。

7 ディ•サービスの利用状況
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労災重度障害者介護問題研究会

(1) ディ•サービス利用の有無

ディ•サービスを利用したことがあるかどう 

かについてみると、「利用したことがある」者は 

4.0%と若干に過ぎず、「利用したことがないj 
とする者は84.4%である。

また、ディ•サービスを利用した理由にっい 

て、その理由をみると、「介護者の病気J及び「介 

護者の休養」がそれぞれ15,3%となっている。

(2) 利用回数と費用

ディ•サービスの1か月当りの利用回数をみ 

ると、「3回〜4回jが30.5%/1回〜2回jが22.9 
%などであり、平均利用回数は4.8回となってい 

る〇

また、ディ•サービスの1回当りの費用にっい 

て利用额をみると、「1,000円未満」が31.3%、 

「1,000円〜2,000円未満jが11.5%/2,000円〜 

3,000円未満」が4.6%などであり、平均利用额 

は1,890円となっている。

(3) 利用施設とサービスの内容

ディ•サービスを利用した施設についてみる 

と、「老人ディ•サービスセンター」力く21.4%、 

次いで「身体障害者福祉センター」が19.1%で 

ある。またこれらの施設において受けた介護サ 

ービスの内容をみると、「入浴」が64.1%、次い 

で「食事」が48.1%、「日常動作訓練」が27.5% 
となっている。

(4) ディ•サービスを利用しない理由

ディ•サービスを利用しない理由にっいてみ 

ると、「知らない」が37.3%、「必要がないjが 

29.0%となっている。

(5) ディ•サービス利用意向の有無

ディ•サービスを利用したことがない者にっ 

いて、今後ディ•サービスを利用したいと思う 

かどうかについてみると、「利用したいと思う」 

が25.5%、「利用したいと思わない」が39.6%と 

なっている。

(6) 利用回数と投用等の希望

ディ•サービスを利用したい意向者につい 

て、1か月当り利用希望回数についてみると、「3 
回〜4回」を希望する者16.2%,次いで「1回〜 

2回」が14.2%、「5回〜6回」が9.3%などとなり、 

平均利用希望回数は5.7回となっている。

また1回当りどの程度の費用なら利用するか 

についてみると、「4,000円〜6,000H未満」が8.7 
%、次いでr1,000円〜2,000円未満」が8.0%、 

r1,000円未満」4,3%などで、平均希望額4,920 
円である。

次に、どのような介護を希望するかについて 

みると、「入浴」がSも多く 35.5%、次いで「レ 

クリエーション」が27.5%、「日常動作訓練jが 

23.5%などとなっている。

8 ショートステイの利用状況

(1) ショートステイ利用の有無

ショートステイを利用したことがあるかどう 

かについてみると、「利用したことがある」者は 

1.1%と極めて少なく、「利用したことがない」 

が80.3%である。

また、ショートステイを利用した者について、 

その理由をみると、「介護者の冠婚葬祭への出 

席」が27.8%、次いで「介護者の病気」が22.2 
%となっている。

(2) 利用日数と黄用

ショートステイの年間利用日数をみると、「30 
日未満」が®も多く 44.4%を占め、平均利用日 

数は56.0日となっている。

また、ショートステイの1日当りの货用につい 

て利用額をみると、「1,〇〇〇円〜2,000円未満jが 

30.6%、「2,000円〜3,000円未満」が16.7%など 

で、平均利用額は4,760円となっている。

(3) 利用施設とサービスの内容

ショートステイを利用した施設についてみる 

と、最も多いのが「特別養護老人ホーム」の47.2 
%、次いで「身体陀害者厚生援證施設」の13.9 
%などとなっている。
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また、これらの施設において受けた介護サー 

ビスの内容をみると、「入浴」が55.6%,次いで 

「食事」が52.8%となっている。

(4) ショートステイを利用しない理由

ショートステイを利用しない理由をみると、 

「知らない」が43.4%、「必要がない」が26.3%、 

「施設が遠い」が5.0%などとなっている。

(5) ショートステイ利用意向の有無

ショートステイを利用したことがない者につ 

いて、今後ショートステイを利用したいと思う 

かどうかについてみると、「利用したいと思う」 

が22.7%、「利用したいと思わないjが38.0%と 

なっている。

(6) 利用回数と費用等の希望

ショートステイを利用したい意向者について 

年問の利用希望回数についてみると、「30回未 

満」を希望する者が34.4%、次いで「30回〜59 
回」が4.6%、「6〇〜89回」が2.4%などとなって 

おり、平均利用希望回数は33.4回となっている。 

また、1日当りどの程度の赀用なら利用するか 

どうかについてみると、「5,000円〜6,000円未 

満」が10.8%で、平均希望額は5,140円である。 

次に、どういう介護を希望するかについてみ

ると、「入浴」が40.0%,「食事」が32.7%、「日 

常動作訓練」が30.2%などとなっている。

9 外出の状況

(1)外出の回数

通院以外の外出が1か月問にどのくらいある 

かにっいてみると、「1回〜2回」が12.9%、次い 

で「9回〜10回」が9.7%、「3回〜4回」が9.5% 
どで、平均では9.2回となっている。

また、外出の目的についてみると、「買物散策」 

が51.8%、次いで「趣味活動」が15.1%/旅行」 

が8.2%などとなっている。

(2 )自宅以外における活動の希望

自宅以外において行われる活動についてどの 

ような活動を希望するかについてみると、「旅 

行」が23.5%、次いで「つり』が13.5%/囲碁 

•将棋」が10.6%となっている。

(3)外出時の困りごと

外出時にどのようなことが困るかについてみ 

ると、「身体の状況から外出ができない」者が

28.6%、「見近に活動の目的にあった施設がな

い」者が17.7% J共通の活動をする友人がいな

い」者が12.1%などとなっている。

社会新霤⑱

いのちの差別
外国人労働者の労災•医療

五島正規•古谷杉郎 著

日本社会党機関紙局定価750円 

全国安全センターで扱ってます

茁1部外国人労働苒の労m災苒

第1牵外国人労働者の労災相談から 

第2牵 外国人労脚者の労明)災苦の実態 

弟3$ 労災保賤の通用を当たリ則に 

第4$労m災害弗生算任の追及

第5草外国人労脚者の労脚条件MT保のために 

第6®市民団体と労他省との話し合いから 

第2部 外国人労m者の医廉

第1阜外国人を締め出した生活保a 
第2革Mいていても城康保咲は»» 

第3草要件の飽しすぎる国民保険 

第4章待ったなしの緊急医療W策 

第5阜 民問団体の努力

弟6阜fliKEU休と厚生省との站し合いから
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各地の便リ

新生安全センターへ移行
静岡參連合地協単位で地域センターも

92年12月11日、「静岡県勤労者 

労働安全センター」の発足総会 

が行われた。静岡県では、県春 

闘共闘会議によって1969年に 

「靜岡県労働安全センター」が設 

立され、年の沼津地区安全セ 

ンターを最初に、富士、清水、 

静岡、志太榛原、浜松、三島に 

も地区安全センターも設立され 

て、23年間にわたる活動が行わ 

れてきた。辿合酢岡の発足後、 

「静岡県労働安全センター」の活 

動を継承しつつ、迎合靜岡構成 

紐織を中心に会員を拡大し、県 

下的な運動を進めるJために、 

昨年2月に迎合舴岡役員と安全 

センター 3役による「安全活動あ 

り方委員会」を設岡。9月には「安 

全センター準備会」が設置され、 

前日に開かれた旧安全センタ 

一の第23回定期(解散)総会に 

は、全国安全センターから古谷 

事務局長も来賓として出席しあ 

いさつした。静岡での取り組み 

は、地区安全センターの設置に 

みられるように、県単位だけで 

なく各地区単位での取り組みも 

行われていること。昨年の第15 
期労働安全衛生学校も、以下の 

ように県下3か所で開催されて 

いる。このような特色は新生セ 

ンターにも引き継がれている。

第15期労働安全衛生字校 

•東部教室「三島会場」

10.21「過労死問題を考えるj 
高田涼聖氏(神奈川総合法俅事 

務所)

10.26 「労働災害と通勤途上災 

害」井上浩氏(元労働基準監督 

官、全国安全センター副議長)

10.29「快適職場形成促進事業 

のポイント」古谷杉郎氏(全国安 

全センター事務局長) 

•中部教室「清水会場」

10.20「快適職場形成促進事業 

のポイント」古谷杉郎氏(全国安 

全センター事務局長)

10.23 「外国人労働者と労災問 

題」古田典子氏(東京共同法律事 

務所)_

10.27「成人病予防とその対策j 
石原直毅氏(消水市立病院) 

•西部教室「浜松会場」

10.15「快適職塌形成促進事業 

のポイント」古谷杉郎氏(全国安 

全センター事務局長)

10.22「外国人労働者の労働災 

害」上本忠勇氏(東京総合法律会 

計事務所)

10.29「扱近の労働災害の特徴

と問題点J横井誠治氏 

(浜松労基署安全課長)

準備を進めてきた結果、新組織 

への移行を迎えたもの。

新生「静岡県勤労者労働安全

センター」では、安全衛生学校、 

菜の花診療所オープン
大阪•労災職業病•地域医療の拠点に

安全衛生担当者研修会、工場見 

学会等の活動を肢開するほか、 

とくに当面、連合静岡の12地域 

協議会を単位とした「地域セン 

ターJの設置を推進することと 

している。連合加盟の産別組織 

に未加盟の単組も地域センター 

を通じて加入できる。

多くの方々の賛同•御協力を 

いただいた菜の花診療所がよう 

やく12月1日、開所をはたした。 

開設場所の選定や資金の確保な 

ど、難題山積の中を蛇行と試行 

錯誤を重ねながら、•ようやくこ

こまでたどり着いた。最も心配 

だった資金の確保も、約300の個 

人•団体から出資•寄付をいた 

だき、目標の5,500万円にほぼ到 

達することができた。文字通り

北は北海道から南は沖縄まで本
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当に多くの方々からご協力をい 

ただきありがとうございまし 

た。

開院に先だってU月28日、近 

くの髙校の负堂を借りて開院パ 

ーティーが行われた。当日は150 
名をこす方がかけつけてくださ 

り、わりと広い食堂も立誰の余 

地のない盛況ぶりだった(編集 

部注•全国安全センターからも 

古谷事務局長が出席。一番遠い 

ところから来た人ということ 

で、テレビの取材を受けた)。診 

療所の多難な、しかし喜ばしい 

門出を祝福してくださる皆さん 

の暖かい心とWI待に励まされる 

とともに、身の引き締まる思い。

12月1□からはいよいよ診療 

開始。はたして患者さんが来て 

くれるかと不安だったが、午前 

10時前には第1号の患者さんが 

早々に来院。職員一同ホッと胸 

をなでおろした次第。地元の設 

立準備会スタッフも仕事を抜け 

て顔を出してく才しまずは眼や 

かな滑り出しだった。慣れない

医療事務

を担当す

る不肖私

は、ひっ

ちやかめ

つちやか

の1日だ 

った〇12
月14日ま 

での第1
週の1日 

平均來院数は6〜7人。一応、当 

初の予想通りである。

まだまだ少ない患者数だが、 

診療所の中は、遅れに遅れた準 

備作業に泥縄式に取り組んでい 

て大忙し。医師の新谷さんは、 

患者に渡す薬や痈気の説明进作 

り、看護婦の岡崎さんは、薬の 

整理や手順書の作成、私はとい 

うと、事務の整理となかなか合 

わない金勘定と三者三様。とに 

かく今のところは、何とか日常 

業務の流れを作り上げることが 

第一目標。そこから徐々に、き 

め細かな医療■悄報の供給、ケ 

ースワーク的支援の充実、労災 

職業病への取り組みや在宅医療

に活動の領域を拡げていきたい 

と思っている。何とか速めに外 

に出ていきたいと思います。

設立準備会はというと、準備 

会の債権愤務を引き継ぎ(形式 

的には準備会が開設者たる新谷 

に開業資金を貸与するかたちを 

とっている)、地域での活動母体 

となる継承組織を発足させては 

どうかという議論を準備会事務 

局で行っている(1月30日に「菜 

の花会」として設立)。

最後に名称について。個人開 

業の場合は、医師の名前以外の 

名称は受けないという大阪府の 

「行政指導」のために「菜の花」 

は使えず、当初は「しんたに診 

療所」の名前でスタートするこ 

ととなった。でも通称は「菜の 

花診療所」ですので、

そう呼んでください。

(関西労働者安全センター 岩

田賢司=菜の花診療所の事務を 

担当することになりました。)

•しんたに菜の花診療所 

544遞圓区,勝山北2-11-26 
THX06) 716-7087/FAX716-7088

労組一人専従にも労災保険適用
愛知•全国初の特別加入団体設立

かねてから懸案だった労働組 

合の「一人専従役員」の労災保 

険への特別加入が91年4月から 

可能となった(「安全センター仍 

報」91年6月号参照)。愛知醐 

労者安全衛生研究センター(述
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【手統きの車例】
ここに加入手統きと委託を こうすれば こうなる

ス

こんなとざ3)

〆

今
i
加

入
出
来

る

•〇

た
ケ

上の事務処aを 

はじめ、労曲)保

険事務処璦の一 

切を代行します

その他のケース

娄番房狳く海従のみ

連合愛矢口 
労災保険組合

事找相合への 

委託は(Mだけ 

〇)車務委託契約 

效寺別加入申請 

始••手数料

今回認可をうけて段立す 

る団体で、この組合を経 

由しない手統きでは、た 

とえ保険料を納入してい

ても、労災袖償は不通用 

となります。

連合愛知安全tン,一 

事務組合

委a長1人墀従だ 

たが、專従か槐数に 

なった場合

く4邝MS鼬rfWott»

従
来
で
も
加

i
た
丁

ス

相合加入申請

沿番約番

3搴務委託契約 

S 保険料の納入 

y会費•手数料 

の納入だけで 

加入時と年間 

の手統きが完 

了です

左の(|)～0までを 

加入時に提出し 

ていただくだけ 

で,ES署等へ

の届出、承認の 

手統きの-^11 

安全センターが

代行をします。

こんなとき〇)

委員長だけが

專従者の場合

_こんなとき(2) 

他に專従者がいたが 

交a等で委昌長だけ 

が專従となった壜合- 

«加入手統きの変更を»

«新規に加入の手統きを>)

_____ n

社会保険労務士等

又は鹵掊所轄署へ

串«委託又は

個別手統き

合愛知安全衛生センター)では、 

92年9月、手続上の必要条件であ 

る特別加入団体として「連合愛 

知労災保険組合」を設立した。

同センターは、これまでも「労 

働保険事務組合」を設置し、労 

働組合等(現在30余団体)から委 

託を受けて労組で雇っている労 

働者や「中小事業主等Jとして 

その役員の労働保険事務サービ 

スを進めてきているが、「一人専

従役員」のための特別加入団体

の設立は全国でも初めてのケー

ス。労働省にとってもはじめて

の認可。当初11労組が参加して

いるが、「一人春従役員」体制の 

労組には変動があることが予想

され、設立•運営とも様々な困 

難が伴う。同センターでは、単

独では設立が困難な近県へのサ

ービスの拡大も行うこ

とにしている。 ㉚

県下3か所で地域健康相談
大分♦地元地区労等と協力して

84年から毎年実施している地 

域健康相談(仕事上のケガ、病気 

を対象)を、92年も夏から秋にか 

けて九重、宇佐、中津地域と3か

所で行った。自治体の後援をと 

りっけ、地元地区労とともに取 

り組み、3か所合わせて87名の方 

が相談に来られた。

安全センターと勤労者医療生 

協は、働く人々の財産でありた 

いと願っているが、佐伯市と大 

分市にしか医療機関はなく、日 

頃のつきあいもご無沙汰になり 

がち。そうした会員•組合員の 

皆さんに健康相談を通じて、安 

全センター、医療生協をよりよ 

く知ってもらいたい、というね 

らいもある。また、その地域で 

の安全衛生活動の活性化の一つ 

の“きっかけ”になってほしい 

と考えて取り組んできた。実施 

したどの地域でも課題が出てく 

るが、それらを解決する力を身 

につけながら、今年も地域健康 

相談を進めたい。

•九重町珪藻土じん肺健康相談 

9月6日、九重町野上公民館で 

「珪藻土じん肺健娥相談」を行っ 

た。相談に来られたのは30名。 

これは前年(相談数44名)に引 

き続き取り組まれたもので、① 

健康相談があることを知らず来 

れなかった人がいる、②過去珪 

藻土作業に従事した4〜500名く 

らいの人が九重町に集中してい 

る、などの理由から第2回目の健 

康相談となったもの。

前年同様、現地相談を地元の 

玖珠地区労の皆さん、医療生協 

スタッフとともに取り組んだ。 

相談に来られた人は「セキや息 

切れが増えている気がする。安 

心のために年1回は精密検査を 

受けたい」と、こうした機会が

44安幸乜ンター情報93年2月号

各地の便り

続くよう訴えていた。

後日、大分協和病院でレント 

ゲン検査を受けたのは21名。要 

治療となった方はいないが、引 

き続き経過を観察することの必 

要な方がおり、連絡をとること 

になっている。

參宇佐市、安心院町、院内町 

io月n日宇佐市文化会館、is 
日安心院町保健センターで、合 

わせて3 5名の方が相談に来られ 

た。「地域健康相談」というスタ 

イルは84年の宇佐地域からスタ 

ートしており、現在の宇佐被災 

者会はその時をきっかけに結成 

している。

約10年に

なった地域

健康相談も

県下をほぼ

一巡。宇佐

地域は前回

から時間も

経っている

こともあっ

て今回の2
回目となっ

たもの。宇

佐地区労が

中心とな

り、宇佐被

災者の会も

参加して実

行委員会を

作って取り

組んだ。宇

佐地区労は相談当日も宣伝カー 

を走らせ住民に呼びかけた。

10月6日の事前学習会では、間 

き取りを担当する地区労の方と 

「大事なのは相談に来た人の訴 

えをよく閒く」「閒き取りスタッ 

フも閒き取りで自己研鑽をす 

る」などの打ち合わせをした。

対策としては、じん肺や振動 

障害の精密検査の紹介、労働者 

性の確認、身障者手帳の取得な 

どだった。中には複雑骨折治療 

中の事例で、監督署の圧力で打 

ち切られそうになった方もあ 

り、後日、安全センターで病院 

院長と話し合いをもった結果、

治療を延長することになったケ

ースもあった。

參中津市、下毛郡

10月25日、中津勤労者福祉会 

館で行われた健康相談には22名 

の方が来られた。中津市、三光 

村、本耶馬渓町、耶馬渓町、山 

国町などの中津地域での健康相 

談は初めて。ここは台風の林業 

被害の関連も予想したが、明確 

に結びついた事例はなかった。

地区労常任委員と市会議員が 

1〇月17日の事前学習会を踏まえ 

た上で健康相談にのぞんだ。

対策としては、宇佐地域と同 

じくじん肺や振動障害の精密検 

査の紹介、労働者性の確認、身 

障者手帳の取得などがあった。

參ふれあいユニオンの参加

同じ課題も多いということで 

「ふれあいユニオン」のスタッフ 

が地域健康相談に参加してくれ 

ている。「ふれあいユニオン」は 

一人でも加入できる労働組合。

一人では会社との交渉でどうし 

ても不利になる。そんな時「ふ 

れあいユニオン」は力強い味方 

になってくれる。今後もいろい 

ろな場面で協力し合うことにな

つている。

さっそく宇佐健康相談での相

談者の方が、12月にふれあいユ

ニオンに加入した。

(大分県勤労者安全乜ンター「安 

全センターニュース」第57号)
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外国への労災年金送付手続
福島•障害6級年金のイランへの送付

92年5月、福島県の養鶏場で粉 

砕機に右腕を巻き込まれ被災し 

たイラン人のAさんは、6級の陣 

害等級が確定し、年金支給とな 

った〇

当センターでは、療養継続で 

帰国したイラン人の請求に2件 

かかわっているが、年金の海外 

送金は初めてのケース。

年金受給者は、年］■回現況報告 

を行うことが義務付けられてい 

る。受給者が生存していること 

を示すため、「住民票の写しまた 

は戸籍抄本」を添付することに 

なっている。

さて、イランに戸籍抄本があ 

るか？そんなものはない。イラ 

ン大使館に問い合わせたとこ 

ろ、イラン外務省で証明を出し 

てもらえ、という話になった。

Aさんは、毎年5月に、イラン 

外務省へ出向き、証明をとって、 

所轄の富岡労働基準監督署に送 

ることになる。

この時、様式第18号という用 

紙に記入することになっている 

が、この用紙が日本語のスタイ 

ルのものしかないということ。 

労働省ではすでに5件、イランへ 

年金を送金する事例をもってい 

るそうだが、全く不親切なもの 

だ。年金に関する説明書も、翻 

訳したものを用意してほしい。

また、監督署からの注文とし 

て、ペルシャ語でなく ローマ字 

で記入してほしいと言われた。

銀行口座についてもローマ字で 

明記せよとのこと。

Aさんは問もなぐ帰国する。 

Aさんの心配は、帰国しても年 

金が入らなかったらどうしよ 

う、ということ。そのようなこ 

とのないよう、これからもしば 

らくやりとりが続くこ 

とになろう。 e
(東京東部労災職業病センター)

疲労•ストレスも積極的に評価
神奈)11•市課長の心筋梗塞に公務上裁決

92屯9月18□、北出労災認定闘 ホテルサンパレスには、相校原 

争総括集会が行われた。会場の 市職労の仲間はもちろんのこ

と、全国で公務災害認定闘争に 

取り組む組合の仲間、弁護士、 

そして退族の北出和枝さん、武 

史さん、佳子さんら100名が参加 

した。

相模原市で企画調整課長とし 

て働いていた故北出益勇さん 

が、心筋梗塞で亡くなったのは、 

1987年10月23日のこと。本来の 

企画調整課としての業務の上 

に、50万人都市記念事業を1か月 

後に控える、多忙の中での死で 

あった。それから約4年。地方公 

務員災害補償基金神奈川県支部 

審査会は、？月14日付けで、北出 

さんの死を仕事が原因の「過労 

死」であると認めた。90年1月の、 

県基金支部の業務外認定を覆し 

ての裁決である。

集会で和枝さんは語った。 

「ほんとうに、こんなに多くの皆 

さまの支援を受けられるなん 

て、想像することができません 

でした。一時期は明日を迎える 

のもいやな毎日だったのです。 

それがこの間少しずつ日々一生 

懸命生きていればいいのだと考 

えるようになりました。娘も『毎 

日平凡な生活で幸せね。』と言う 

ようになりました。夫が生きて 

いた頃と同じ様な生活になった 

のはほんとうに最近のことなの 

です。そんな時に、公務上の裁 

決沓をいただきました。ありが 

とうございました。

こんな思いは誰にもしてほし 

くありません。働いている方々、
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家族も安心して侧ける職場作り 

をしてほしいです。これからも 

よろしくお願いします。」

•遺族そして市職労の閊い 

故北出さんの妻の和枝さん 

は、88年12月に基金支部に公務 

災害認定申請をするが、90年1月 

に公務外との決定を受けた。過 

労死110番に相談して3月に密査 

請求を行う。ここまでは、多く 

の過労死認定闘争がそうである 

ように、家族の孤立した闘いで 

あった〇

やがて相模原市職労が支援を 

決定。全国各地で公務災害の問 

題に取り組む自治労関係者で作 

られている公務災害認定問題研 

究連絡会(公災速)の指導の下、 

着実に運動に取り組み始める。 

90年明24臼には、自治労を中心 

に「北出さんの労災認定を求め 

る会Jを発足させた。91年2月7、 

8日には「北出労災集中行動」を 

服開、対奶、市、そして越金支 

部審査会への要請を行う。

大衆行動

だけではな

い。基金支 

部は5月に 

北出さんの 

死は公務外 

だとして、

2万5千字に 

のぼる弁明 

窗を捉出し 

ている。こ 

れに反擊するベく、克明に意見 

書などを作っていった。神奈川 

労災職業病センター理事長の斎 

藤竜太医師の医学的侧面からの 

意見書、神奈川総合法律事務所 

の弁護士などが中心に作成して 

いく意見書、北出さんの下で働 

いていた方の陳述窗、和枝さん 

の陳述書などなど。合わせると 

15万字にものぼる。労災認定を 

求める請願署名も4万を越えた。 

92年3月18日、密査会での口頭 

怠見陳述。2月には枚擬黹杏会も 

行い、13日には、決起集会も開 

催するという万全を期してのも 

の。10名の陳述は時問を1時問近 

くもオーバーした。和枝さんの 

陳述に、書記が涙する姿が参加 

者に強い印象を与えた。これ以 

降も資料を追加していく。実は 

裁決の出た当日にも追加資料を 

提出していた。裁決遵が和枝さ 

んのもとに屈いたのは、7月30日 
だった。

•審査会の判断について

この判断は2つの点で非常に 

画期的で、大いに評価できる。

一点は「検討する業務の期間」 

であり、もう一点は「ストレス 

の評価」である。

「検討する業務の期間_!につい 

て、認定基準は以下のような考 

え方をとっている。まず発症直 

前から前日あるいは1週間以内 

の業務を検討した上で、「発症前 

1週間前より前の業務について 

は、急激で著しい増惡に関迎し 

たとは判断し難く、発症前1週間 

以内における業務の過重性の評 

価に当たって、その付加的要因 

として考慮するにとどめるこ 

と』とされている。今回の裁決 

では、請求人側がとくに「業務 

量が增大したとする昭和62年10 
月以降とそれ以前に分けて業務 

の状況を検討」している。

どのくらいの則問の業務を発 

症との関迎で考えるべきか？こ 

れを一律1週問を区切りとする 

認定基準は、医学的根拠による 

というよりも、いみじくも裁決 

書にあるとおり、「業務上外認定 

の経験則からきているもの」に 

過ぎない。「行政処理のしやす 

さ」から考え出されたと言いた 

くなるものである。「われわれの 

常識」から言っても、疲れはだ 

んだんたまるもの。仮に期間を 

区切るとすれば、いつから仕事 

が多くて大変になってきたか、 

疲れてきたかに応じて検討すべ 

きではなかろうか。そういう意
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各地の便り

味で今回の裁定は「われわれの

常識」に近いものである。

「ストレスの評価」についても 

踏み込んで述べられている。「難

問を数々抱え」、「21日に夜中の 

◦時まで議諭沸騰の会議をし、そ 

った〇

ところで、センター理事長斎 

藤医師の意見が、審査請求代理 

人としては唯一名前入りで、堂 

々と否定されている。斎藤医師 

は、北出さんが、亡くなる10月-

られ、「心筋梗塞をいつ発症して 

もおかしくない状態にあった」

と主張しているのは、実は業務 

外だと断定した基金支部の相談 

医その人なのである。この相談 

医の意見を徹底的に医学的に反

の疲労、ストレスを持続しなが 

ら」、発症当日に「気の重い警察 

との会議に臨まなければならな 

かったことは」、「発症に至らし 

める負荷となったことが想像に 

難くない」とされている。

認定基準では精神的負荷が客 

観的に認められなければならな 

いとされており、ストレスにつ 

いては個人差も大きく、なかな 

か負荷として認められてこなか

以前から病勢が惡化しており、 

通常の業務さえままならない状 

態であったと主張しているよう 

にまとめられている。これは真 

っ赤なウソである。斎藤意見書 

をどう読んでも、このような解 

釈はできない。

家系的にも高血圧の要因があ 

り、10数年間にわたり高血圧症 

の状態が継続することから「高 

度の動脈硬化」があったと考え

諭、批判したのが斎藤意見書で 

ある。裁決書ではこの相談医の 

ことは一切触れることを避け、 

斎藤意見書のみを取り上げ、そ

の主張と正反対のデッチあげま 

でして批判している。真意は定

かではないが、気持ち

悪いものである。

(神奈川労災職業病センター

川本浩之)

〇楽しくわかリやすいイラストを満賊!

〇身近な騒音の原理と対策を見開き構成で解説!

〇作業者と雇用者のための騒音対策ガイドプック!
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全国労働安全衛生センター連絡会議
108東京都港区三田3-1-3 M.Kビル3階 

TEL (03)5232-0182/FAX (03)5232-0183

北海道參社団法人北海道労働災害•職業病研究対策センター

004札幌市豊平区北野1条1r目6-30医療生協内 TEL(011)883-0330/FAX(011)883-7261
Mi京春東京東部労災職業病センター

136 江東区亀戸1-33-7 TEL(03)3683-9765/FAX(03)3683-9766
東京•三多摩労災職業病センター

185 国分寺市南町2-6-7 丸山会館2_5 TEL(0423)24-1024/FAX(0423)24-1024
東京•三多摩労災職業病研究会

185国分寺市本町3-13-15三多摩匿療生協会館内 TEL(0423)24-1922/FAX(0423)25-2663
神奈川參社団法人神奈川労災職業病センター

230横浜市鶴見区豊岡町20-9サンコーポ豊岡505 TEL(045)573-4289/FAX(045)575-1948 
新潟參財団法人新潟県安全衛生センター 

951新潟市古町通4番町643古町'-ツインタワーハイツ2F TEL(025)228-2127/FAX(025)222-0914 
静岡參清水地区労働安全センター

424消水市小芝町2—8清水地区労気付 TEL(0543)66-6888/FAX(0543)66-6889
京都參労災福祉センター

601京都市南区西九条島町 3 TEL(075) 691-9981/ FAX(075)672-6467
京郁♦京都労働安全衛生連絡会議

601京都市南区西九条東島町50-9山本ビル3階 TEL(075)691-6191/FAX(075)691-6145
大阪參関西労働者安全センター

550 大阪市西区新町2-19-20 西長堀ビル4階 TEL(06) 538-0148/FAX(06) 541-2712
兵庫•尼崎労働者安全衛生センター

660尼崎市長洲本通1-16-7阪神医療生協気付TEL(06) 488-3855/FAX(06) 488-8247
兵庫攀関西労災職業病研究会

660尼崎市長洲本通1-16-7医療生協長洲支部TEL(06) 488-3855/FAX(06) 488-8247
広島參広島県労働安全衛生センター

732 広島市南区稲荷町5-4 前田ビル TEL(082)264-4110/FAX(082)264-4110
愛媛參愛媛労働災害職業病対策会議

792 新居浜市新ltlPlfl-9-9 TEL(0897)34-0209/FAX(0897)37-1467
高知春財団法人高知県労働安全衛生センター

780 高知市薊野イヮ井HI 1275-1 TEL(0888) 45-3953/FAX(0888) 45-3928
熊本參熊本県労働安全衛生センター

861-21熊本"了秋津町秋田3441-20秋津レ-クタウンク仁ック内TEL(096)360-1991/FAX(096)368-6177
大分•社団法人大分県勤労者安全衛生センター

870 大分市寿IHJ1-3 労働福祉会館内 TEL(0975)37-7991/FAX(0975)34-8671
宮崎拳旧松尾鉱山被害者の会

883 日向市財光寺283-211長江団地1一14 TEL(0982)53-9400/FAX(0982)53-3404
自治体參自治体労働安全衛生研究会

102千代田区六番町1自治労会館3階TEL(03)3239-947〇/FAX(03)5210-7423 
(オブザーバー)

福島•福島県労働安全衛生センター

960 福島市船場町1一5 TF：L(0245)23-3586/FAX(0245)23-3587
山ロ•山口県安全センター

754吉数郡小郡町明治東小郡労働会館内TEL(08397)2-3373


